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相対評価法による市町村財政の分析
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まとめ

する手法が開発された。われわれはこの手法によ

り，昭和53年度の沖縄県内53市町村の財政分析を

行い公表し沼;)その結果，この手法が行財政の実
態把握の方法として一定の有用性を持つことを認

めた。

しかし，この手法には若干の問題点があること，

さらに新しい年度の分析を行うことにより時系列

変化の検討を行なう必要があることにも気がつい

た。

そこで，本稿は，昭和55年度の市町村財政につ

いて，その財政諸指標の数値の全国分布状況を明

らかにし，それに基づいて沖縄県内53市町村の財

政状況の分析を試みるものである。
四
五

はじめに

財政の分析は，さまざまな角度からさまざまな

尺度で行われている。財政分析の手法は多面化し

指標も年々細分化されてきている(3)これらの指標
を用いての実態把握は行政実務の場においても日

常的に行なわれているが，市町村の財政分析に関

するかぎりなお隔靴掻痒の感をまぬがれない。そ

れは，従来の方法が，特定の指標についての当該

市町村の数値を全国平均と比較するものであり，

あるいはせいぜい類似団体との比較であったから

である。すなわち，当該市町村が，全国の３千余

の市町村の中でどの程度のレベルに達しているの

か明瞭ではなかったのである。

後述するように，近年，市町村の行財政を全国

分布の中で捉えることにより実態を把握しようと

注

(1)現行の財政分析手法の沿革，特に財政分析指標の沿

革については参照せよ。地方自治協会綱巣ｒ市町村の

ための総合財政診断の手法」（第一法規昭和56年）の

第１編第１章「現行財政分析手法の沿革と現状」

(2)沖縄県町村澱長会報第65号（沖縄県町村議会議長

会）

。（ReceivedAugust20，1983）
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ｶﾕ，その蓄穂状況を分析しようとするものである。

第２の柱は，個別指標ごとに５段階評価を行う

ことである。

従来の財政分析が個別指標の数値を全国平均あ

るいは類似団体と比較することで事足れりとする

ものであったのに対し，この手法は当該市町村が

全国市町村の序列のどのランクにあるかを明らか

にする点に特長がある(，すなわち,個別の指標に
について，全国３千余の市町村を上位５百団体，

その次５百団体，中間千団体，その下五百団体，

最下位五百団体の５段階にわけ，それぞれ５．４゜

３．２．１の評点で表示する（１－２－１表）。従来

の方法では平均より上位か下位かは明確にし得て

鰔評:儲;鱗撚：

分析の手法

１分析の手法（地方自治協会方式）

本稿で用いる分析手法は，財団法人地方自治協

会によって開発された方法(1)（以下においては便
宜上「協会手法」と略称する場合がある）に依拠

している。

本稿においては，まず，「協会手法」の概要を

紹介し，ついでそれを検討する。

「協会手法｣の発想は次の点にある(3)すなわち，
市町村の財政分析の視点は，第１に運営の堅実性

第２に弾力性，第３に行政水準の確保にある。し

かし現在の財政分析手法は高度な専門的知識が必

要であり，財政状況の把握に困難をきたしている。

そこで財政状況を簡便な点数制度で表示し，しか

も総合的な判断が可能となる方法が求められる。

余の市町村を上位５白団体，

間千団体，その下五百団体，

段階にわけ，それぞれ５．４゜

示する（１－２－１表）。従来

上位か下位かは明確にし得て

も全体の中でどのレベルにあ

るのかは不明であった。たと

えば,先に行った53年度の沖縄

県内市町村の行財政分析の際

の具体例をあげよう。与那城

城村の市町村税徴収率は94.3

％であり，県内市町村の平均

87.4％をかなり上回っている。

全国市町村の平均は96.9％で

あり，これに比較すれば,２６

し，低いといっても，全国市

の程度悪いのかはよくわから

鰯
２分析手法の構成

この分析手法は，次の３本柱の有機的連関によ

って構成されている。

第１の柱は，分析指標の分類を行ったことであ

る。すなわち従来の分析指標は，個々ばらばらで

あり諸指標を意図的に位置づけることがなかった。

この手法は，諸指標を現況指標，運営指標，スト

ック指標の３種に分類した。市町村の行財政を現

況面，運営面，ストック面の三面からとらえよう

とするものである。

現況面は，財政の現況を示す20の指標で構成さ

れる（１－２－２表参照せよ）。財政運営の前提

をなす現況を分析するものである。すなわち，当

該市町村の努力のみでは改善しにくい財政制度上

もしくは社会経済的状況と密接に関連する財政現

況の分析である。すなわちⅢ個々の市町村の地理

的社会的状況を捨象して，全市町村同一の基準の

中で当該団体の位置づけを行うものである。

運営面は，財政運営の状況を示す20の指標で構

成される。財政運営上の努力を分析するものであ

る。個々の団体,の地理的社会的状況を前提として

評価するものであり，それゆえ人口や社会構造の

類似した団体との比較を中心とする。

ストック面は，公共施設の整備状況を示す20の

指標で構成される。フロー面の分析にとどまらず，

市町村がこれまでにどの程度公共施設を整備した

かし

町村の序列の中でどの程度悪いのかはよくわから

ない。つまり平均に近いので中位ぐらいの順位で

あるのか，それとも大分悪いのか。この手法を用

いれば評点１の段階すなわち全国最低レベルであ

ることが明らかとなる。

第３の柱は，行財政の総合評価を行なうことで

ある。この手法は，第１の柱として述べたように，

現況・運営・ストックの三面にそれぞれ20の指標

を持ち，第２の柱として述べたように，それぞれ

の指標ごとに評点を付す。各指標で最高点の５点

をとれば，５点ｘ20指標で100点となる。６０点で

平均的団体ということになろう。この三面の点数

の組み合わせで総合的判断が可能となる。

現況・運営・ストックの各面ごとの指標項目は

１－２－２表の通りである。

－１９４－

評点 団体数

5点 約５００

４点 約５００

3点 約1,000

2点 約５００

1点 約５００



今村・仲地・米盛：相対評価法による市町村財政の分析

１－２－２表指標とその分類

－１９５－

現況指標 運営指標 ストツク指標

項目 評点 項目 評点 項目 評点

経常収支比率

実質収支比率

実質債務残高比率

基金残高比率

財政力指数

経営収支比率(類団比較）

単年度収支比率

地方債許可制限比率

人口１人当たり歳入額
(類団比較）

市町村税徴収率

産
業
基
盤

道路改良率

道路改良率噸団比較）

道路舗装率

道路舗装率（類団比較）

改良済農道比率

納税義務者比率

税収増加率

公債費比率

地方債歳入比率

徴税コスト率

従属人口比率

保育経費負担率

ラスパイレス指数

人口千人当たり職員数

徴税コスト率(類団比較）

保育経費負担率
(類団比較）

人口1人当たり職員袷
(類団比較）

ラスパイレス指数
(類団比較）

人口千人当たり職員数対
前年度増減率

職員平均年齢(類団比較）

高齢職員比率

諸手当制度状況

扶助費対前年度増加率

生
活
基
盤

人口１人当たり公園面積

し尿衛生処理率

ごみ収集率

上水道等普及率

下水道普及率(類団比較）

公私立幼稚園・保育所収
容率

人口千人当たり公私立病
院・診療所病床数

人ロ千人当たり集会施設
面積

消防施設充足率

職員平均年齢

人口１人当たり職員袷

普通建設事業費充当一般
財源比率

単独事業費充当一般財源
比率

扶助費充当一般財源比率

繰出金充当一般財源比率

人口1人当たり物件費
(類団比較）

物件費対前年度増加率

利子負担率

普通建設事業費比率

単独事業費比率

公営企業繰出金対前年度
増加率

教
育
施
設

非木造校舎面積比率

危険校舎面積比率

児童生徒１人当たり校舎
面積

校舎面積不足学校比率

屋内運動場設置学校比率

プール設置学校比率

計 計

産業

生活

教育

計
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ることになる。年齢構成のバランスが重要なので

あり，平均年齢が若いほど良いという考え方は，

将来の見通しを欠くと言えよう。

給与，職員数等は，個別市町村ごとにそれを規

定する行政理念を明確にした上で，現実に受けて

いる行政サービスとのかねあいで住民自身が決定

したものを適正と考えるのが原則であろう。少な

くとも「協会手法」のように，現況・運営の40指

標中10指標をこの関係にあてるのはバランスを欠

くものであり問題であろう。

第二に，評価が建設事業中心であり，福祉面軽

視になっていることである。たとえば，現況面で，

普通建設事業費充当一般財源比率，単独事業費充

当一般財源比率が高ければ高いほど良いとする反

面,扶助費充当一般財源比率は低いほど良いとされ

ている。また，普通建設事業費比率・単独事業費

比率は，運営面においても評価される。ストック

面においても（ストック面の評価である以上当然

ではあるが）公の施設中心であり，フロー面の評

価が出にくい構造となっている。福祉や無形の文

化面を重点政策とした市町村の成績は当然に悪く

出ることになる！）
第三に，いくつかの指標の評点のあり方が問題

である。

（ｲ）ます実質収支比率である。「協会手法」で

は，実質収支比率が大きいほど良いとして13％以

上を５点とし，以下13～９％を４点，９～０％を

３点，Ｏ～－３％を２点，－３％以下を１点とし

ている。しかし，実質収支比率は通常３～５％が

望ましいとされている(?)「協会手法｣が実質収支
比率を大きければ大きいほど良いとしたのは，収

支に純剰余金が大きいほど良いとし，その意味で

現況指標の一つとしたものと推察される。たしか

に年度間の財源調整機能として捉えた場合，この

考え方も成りたたなくはないが，やはり，実質収

支比率という指標は，それなりに定着したもので

あり従来の考え方と大幅に異なる評価の仕方は混

乱の原因となると思われる。

｜ﾛ）ついで財政力指数である。「協会手法」に

よれば，財政力指数の評点は平均値以下を３とし，

１．２の評点は付さないことになっている。これ

は，財政力指数によって各種財政援助措置がある

ことを勘案したためと推察される。特に，地方交

３検肘

ｌ）問題点

この分析手法は，５段階の相対評価により行財

政の実態把握の方法として有用なこと，評点付に

よって分析結果が平易に理解し得ること，総合評

価が可能なことで十分評価に値するが，次のよう

な点で問題がある。

第一に，指標の選択と評点づけにおいて，減量

経営の考え方が強調されすぎていることである。

すなわち，ラスパイレス指数を典型とするように，

職員の給与，職員数，平均年齢等に関する指標が，

現況・運営の両面にわたり10項目もあり（1－３－

１表）！その評価基準も，職員袷は安ければ安い

１－３－１表職員給等関係指標

ほど良くⅢ職員は少なければ少ないほど良いとさ

れている点である。たしかに「最少の経費で最大

の効果を」という原則は，住民の税金で運営され

る市町村に対しても妥当しよう。しかし，何をも

って最大の効果とするかが問題であり，給与水準

や職員数の評価はそれほど単純化できるものでは

ない。職員数や給与が多ければ多いほど良いとい

う命題が成り立たないのと同様に，少なければ少

ないほど良いという命題もまた成り立たない。一

定の年齢以上の「高齢」職員の比率が高いのを問

題にするのは妥当と思うが，職員平均年齢が若け

れば若いほど良いとする評点のあり様も理解でき

ない。職業的公務員制をとる今日のわが国では，

職員の年齢構成が特定の年代に片寄るのはむしろ

望ましくないことである。職員が現在，若年層が

多いならば平均年齢は若く出るが，何十年後かに

は高齢層が厚くなり平均年齢は高く職員袷は増え

－１９６－

現況指標 運営指標

゜ラスパイレス指標

･人口千人当職員数

｡職員平均年齢

゜人口１人当職員袷

゜ラスパイレス指数

(類団比較）

。人口千人当職員数対

前年度増減率

・職員平均年齢（類団

比較）

゜人口１人当職員給

(類団比較）

。高齢職員比率

゜諸手当制度状況
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付税が財源調整機能を有効に果していることは認

められるが，しかし，財政力の強弱の問題と財源

調整の問題とは一応切り離されるべきであろう!）
現況指標が「市町村の財政状況の特色を客観的に

明らかにしようとするもの」である以上，やはり

原則通り５段階で評価すべきと思われる(7)
しり先に述べたラスパイレス指数の評点も検討

の余地があろうＦ１ラスパイレス指数が高いのは問
題であるにしても，１００前後が評点３であり低け

れば抵いほど良いとするのは再考が求められよう。

第４に，類似の事項に関する指標が多すぎるこ

とである。先に述べた職員袷・職員数等に関する

１０指標が典型であるが，道路関係４指標，校舎関

係４指標は整理が検討されるべきであろう。
２）限界

本手法は次のような点に限界を持つことに留意
しなければならないVx1o

第１に，評点が相対評価であることである。す

なわち全国３千余の市町村のどのランクに入って

いるｶｺの評価であり，絶対評価ではない。絶対評

価のためには，シビル・ミニマムーあるべき行政
水準一を定め,その達成率で評価しなければな

らない。この手法の評点５は，あるべき状態を意

味しているわけではないのである。

第２に－上に述べた点とも関連するが－点

数の良し悪しを絶対化してはいけないことである。

指標は，特定の事項の－面しか評価し得ない場合

がある。たとえば「人ロー人当たり公園面積」と

いう指標は，面積という量的側面を評価している

が，施設の内容や管理の状況という質的側面は考

慮されていない。また’都市と農山村では，公園

に対する住民の要求の程度にはおのずから異なる

ものがあるはずであるのだがそういう側面は評点

に反映されない。つまり同じ「３」であっても，

住民の「満足度」や「要求度」においては全然異

なるはずである。評点はあくまでも他市町村との

比較において算出されたものであり，比較するこ

との意義を考慮する必要がある。

第３に，これは本手法の場合に限らないが，時

系列変化に注意しなければならないことである。

単年度のみ見ると，その年度の特別の事情で評点

が極端に悪かったり良かったりする場合がある。

過去をふまえて長期的財政展望を持ちつつ本手法

を利用すべきであろう。

注

(1)財団法人地方自治協会編集・首藤露・石原信雄監修

「市町村のための総合財政診断の手法」（第一法規昭和

５６年461頁）として公刊されている。

なお，これを紹介するものとして，『法と政策昭和

５６年９月号』（第一法規)，「自治実務セミナー昭和５６

年９月号」（良書普及会)，『地方財務昭和56年６月号」

（ぎようせい）がある。

また，本手法によって市町村の財政分析を行ったも

のとして，宮崎県地方課ｒ宮崎県町村議会報第183号』，

大阪府下の市町村について朝日新聞による分析（朝日

新聞1981年９月30日大阪版)，富山県内の市町村につ

いて北日本新聞による調査分析（北日本新聞昭和57年

１月１日)，兵庫県地方課「昭和54年度市町財政及び

公共施設等の状況（普通会計編)』，その他公表されて

いないが長崎県地方課等においても行われている。

(2)地方自治協会編『市町村のための総合財政診断の手

法』（第一法現）207頁。

(3)同様な発想による分析として，日本経済新聞社・日

本公社債研究所の「地方自治体財政分析」（非売品)が

ある。これはDESC，負債率，財務運用効率，住民１

人当たり個人住民税等の10の指標につき全国649都市

のランキング付をしている。

(4)「協会手法」自身も次のように述べている。「各団体

においても，地域の実情に応じて多種多様な行政施策

を行っているため，一律的な比較を行った場合は，不

均衡を生ずる団体もある」とし，それをさけるため「指

標項目の－部を当該団体で重点的に推進している行政

施策を反映する項目に切替えて，当該団体の特色を評

価する採点表を作成し，それに基づいて分析表価及び

改善策の検討を行うことも可能である」（前掲轡325頁）

としているが，適切な配慮だと思われる。しかし一方

において，この手法が客観的でありかつ総合的であろ

うとするならば，分析者の恋意の混入をさけねばなら

ず，その為には一律の指導の適用がなし得るよう，指

標の選定・評点づけのあり方に工夫が要求されよう。

なお，参照せよ，前掲聾336頁。

－１９７－



琉球大学教育学部紀要第２７集

余の市町村について分布状況を把握し，５段階評

価のスケールを設定したいと考えた。しかし，経

費的制鯛塾ら対象市町村をｻﾝﾌﾟﾘﾝｸせざるを
得なかった。

サンプリングは次の方法によった。まず，都道

府県ごとに，その都道府県内の市町村の財政力指

数の平均値を求めた(3)(３－２－１表）。つぎに財政
力指数の平均値の高い方から順に８～６府県ずつ

とり７つのグループにわけた（３－２－２表）。そ

れぞれのグループから’府県を任意に選択して，

当該府県内の市町村をスケール作成のための被調

査団体とした｡選択した府県名と市町村の数は３－

２－３表の通りである!)この431団体のうち,大
都市である京都市，名古屋市，神戸市は調査対象

から除外し，４２８団体を対象とした分布状況を電

算機処理によって把握し，それによってスケール

を作成した。

(5)地方自治協会編前掲書自体も他の場所ではそのよう

に述べている（60頁)。

(6)財政力の強弱の問題と財源調整機能との関連で評価

するとなると，財政力指数１以上と１以下の２段階評

価になろう。「協会手法」が，たとえば0.6-0.36に４

点を付-すならば，0.36以下に２点がなければ一貫しな

いことになるのではないかと思われる。

(7)財政力指数に基づく各種援助措置があるにしても現

行制度の下で財政力の乏しさを完全に補填できるもの

ではあり得ない。

(8)ラスパイレス指数の合理性・科学性については検討

の必要があるが，ここでは問わない。

(9)地方自治協会編前掲書は，今後の検討課題として，

①指標の選定，②評価スケールの見直し．③目標水準

の設定の３点をあげている（339頁Ｌ

(10）なお参照せよ，地方自治協会前掲書314頁。

３－２－１表都道府県別の市町村財政力指数
新スケールの作成

１新スケール作成の理由

われわれは，以上に紹介・検討した地方自治協

会による分析手法の基本的発想と方法を評価し，

さらに若干の検討を経て新らしいスケール（５段
●●●●

階評価を行なう場合のものさしと７:』:るもの）の作

成を試みるにいたった。

新スケール作成というかなりの困難を伴なう作

業をせまられたのは次の二つの理由による。まず，

沖縄県内市町村の昭和55年決算分析の－資料とし

たいということである。５５年度は，国の財政機危

の中で迎えた第一次沖縄振興開発計画の終盤の年

であり，市町村の財政の実態を把握しておくこと

は，二次振計と沖縄の自治を考える上で不可欠の

前提作業と思われたからである(！
つぎに，５３年度の分析と比較するための資料を

提供する必要を感じたことである。５３年度分析を

公にした後，関係者から新らしい年度の分析結果

の公表を求められたことが再三あり，それに応え

たいというのが理由の第二である。

唇 FT

L」

【２新スケールの作成方法

新スケールの作成にあたって，当初は全国３千

198

市（A） 町村(B） 平均
Ａ＋Ｂ

２

北海道 0．４６ 0．２３ ０．３４５

青森 ０ 4８ ０ 2１ 0 345

岩手 ０ 4３ 0 2２ ０ 325

宮城 ０ 6３ 0 3１ ０ 470

秋田 ０ 4５ ０ 2４ 0 345

山形 0 4９ ０ 2５ ０ 370

福島 ０ 5４ 0 3０ 0 420

新潟 0 5３ ０ 3０ ０ 415

富山 0 6７ 0 3９ ０ 530

石川 ０ 5６ 0 3５ ０ 455

福井 0 6０ 0 3８ ０ 490

茨城 ０ 6０ 0 4３ ０ 5１５

栃木 ０ 7２ 0 4８ ０ 600

群馬 0 6３ 0 3４ ０ 485

埼玉 ０ 6７ 0 ４１ ０ 540

千葉 ０ 7２ ０ 4１ 0 565

東京 0 8３ 0 3７ ０ 600

神奈川 ０ 9３ ０ 7４ 0 835

山梨 0 4４ ０ 2９ ０ 365

長野 0 5９ ０ 2９ ０ 440

岐阜 0 6２ 0 3２ 0 ４７０

静岡 0 7７ ０ 5２ 0 645

愛知 ０ 8７ 0 5７ ０ 720

重 0 6２ ０ 3４ ０ 480

滋賀 0 7２ ０ 4４ 0 580

京都 0 5７ 0 3５ ０ 460

大阪 ０ 7３ ０ 5７ 0 650
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潟．佐賀．和歌ＩＩＬ；匿鰹

3-2-3表調査対象団体数

巨司甲三]='二斤
資料出所：自治省財政局編『市町村別決算状

況調」５５年版
注：東京は23区を除く

３－２－２表市町村財政力指数（平均）のグルー

プ化
このサンプリングの方法と数には問題なしとし

な！(跡,５段階評価という大まかなｽｹｰﾙ作成
の資料としては一応の合理性を持つと判断した。

５段階の分布割合は，前回との比較を可能とす

るため１対１対２対１対１とした．すなわち｢3」

段階を約140団体とし，５．４．２．１の各段階はそ

れぞれ約70団体となるようにスケールを作成した。

「３」段階はさらに上・下に区分し，評点表にお

いてはそれぞれ「３上」と「３」で表示してある。

３指標と評点

現況・運営・ストックの３面のうち現況面と運営

面をとりあげ，それぞれ10の指標についてスケー

ルを作成した。「協会手法」と比較し，ラスパイ

レス指数，職員平均年齢等意義が薄いと思われる

ものと,ﾃﾞｰﾀｰ入掛剴困難なものが省かれてい
る。

ストック面については，第一次沖縄振興開発計

-１９９－

Ⅱ
0．４１５

Ｉ

０．３６５

新潟，佐賀ロ和歌山，愛媛，

山形，山梨

■■■■

市（A） 町村(B） 平均
Ａ＋Ｂ

２

兵庫 0．７７ 0．３６ 0.565

奈良 ０ 5５ ０ 2９ 0 420

和歌山 0 5６ 0 2５ 0 405

鳥取 0 6３ ０ 2７ 0 450

島根 0 4８ ０ 2０ ０ 340

岡山 ０ 6０ ０ 2６ ０ 430

広島 0 6８ ０ ３１ ０ 495

山口 ０ 7８ ０ 2９ 0 535

福岡 ０ 5１ 0 3３ ０ 420

佐賀 ０ 5１ ０ 3２ 0 ４１５

長崎 ０ 4３ ０ 2３ 0 330

熊本 0 4３ 0 2４ ０ 335

大分 0 ４９ ０ 2０ ０ 345

宮崎 0 4５ 0 2４ ０ 345

鹿児島 ０ 3４ 0 2０ 0 270

徳島 ０ 6３ 0 2３ ０ 430

香川 ０ 7８ 0 3７ 0 575

愛媛 0 5９ 0 2２ 0 405

高知 0 3８ 0 2０ 0 290

沖縄 ０ 3２ ０ 1８ 0 250

グループ 府県名 計 町村 計

Ｉ 愛知 3０ 5８ 8８

Ⅱ 兵庫 2１ 7０ ９１

Ⅲ 京都 1１ 3３ 4４

Ⅳ 奈良 ９ 3８ 4７

Ｖ 佐賀 ７ 4２ 4９

Ⅵ 島根 ８ 5１ 5９

Ⅶ 沖縄 1０ 4３ 5３

計 9６ 335 4３１

Ⅵ

５
０

４
４

３
１
３

●
●

０
０ 北海道，青森

宮崎，島根

秋田，大分，

Ⅶ

Ｕ３３５

Ｉ

0.250

熊本，長崎，岩手ﾛ高知

鹿児島 沖縄

グル

ープ

財政力
指数

都道府県

Ｉ

５
０

３
８

８
１
５

●
■

０
０ 神奈川 愛知，大阪，静岡

栃木，東京，滋賀

Ⅱ

0.575

Ｉ

0．５１５

香川，千葉，兵庫

山口，富山，茨城

埼玉

Ⅲ

0．４９５

Ｉ

０４６０

童一一一
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都
群
京
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宮

Ⅳ
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画が終了する56年度について行う予定であり今回

は除外したU、
個々の指標を現況面と運営面のどれに分類する

かは相対的な面があり，本稿では一応｢協会手法」

に準じている。ただし実質収支比率は運営指標と

した。その理由は，実質収支が財政運営の良否を

判断する指標であり，実質収支比率も運営面で評

価するのが妥当と考えるからである。

新しく設けた指標として「地方税比率」「福祉

的経費比率｣があるｻﾞ)指標の意味については各項
で述べるが，ここでは特に，福祉的経費比率を設

けた意義について触れておく。第一に福祉行政面

も評価の対象とする必要があること!)第二に,職
員給・職員数関係の指標とのバランスを考えたこ

とにある(Vこれらの指標では,職員袷は安いほど
良く，職員数は少ないほど良いという前提に立っ

た評点づけがなされている。前述したようにこれ

は一面的でありすぎる。職員数が多いほど（結果

的に住民ｌ人当たりの職員給は高くなる）行政サ

ービスが向上する場合があり，それも評価の対象

にしなければならないであろう。民生関係．衛生

関係は，議会関係・総務関係と並んで職員数の多

い分野であり|p職員数が多いことによって行政サ
ービスが向上する分野と言えるのである。民生費

、衛生費（および労働費）が歳出総額に占める割

合が大きいほど良いとする評点づけによって，職

員数の多いこと（その結果住民１人当たり職員給

も高くなること）のプラス面が評価されることに

なるわけである。

(5)たとえば，調査対象団体に占める都市部の割合が高

いので都市の動向にひきづられる可能性があること，

北陸・東北等の寒冷地市町村が対象団体となっておら

ずバランスを欠くこと等である。

(6)データーは，自治省財政局縄「市町村別決算状況調

５５年度」（財団法人地方財務協会）による。なお10数

都府県の地方課より資料の提供をいただいたが，今回

は直接は利用していない。次回に生かしたいと思う。

(7)それゆえ本稿では，「協会手法」の特長である総合

性が欠けることになった。

(8)検討したがスケールの作成に至らなかったものとし

て，次のようなものがある。財務運用効率，ＤＥＳＣ，

経常一般財源比率，自主財源比率、負債率．義務的経

費比率，人件費比率，人ロー人当たり地方償残高，一

般財源比率,失対事業費比率，スポーツ施設充足率，

特殊学級設置率，人口当たり公立図書館蔵瞥数。

(9)福祉的経費比率がこの目的から見て最適の指標かど

うか，また，運営指標と捉らえることが妥当かどうか

は検討の余地がある。

００本稿においては，職貝数については．人口千人当た

り職｣El数，職員絵については人口一人当たり職貝給，

人口一人当たり職員給類団比較の３指標を採用してお

り，福祉的経費比率の新設でバランスがとれているか

どうかなお検討の余地がある。

０１）市町村の職員の行政部門別椛成は次の通り。教育関

係21.9％，民生関係20.3％，衛生関係10.9％､消防関

係8.9％，その他38.1％，すなわち一般行政関係（消防・

教育を除いた部門）の約45％を民生・衛生関係で占め

ている。ｒ地方財政白書昭和57年版」６４頁参照。

注

(1)われわれの目標とするところは，県内市町村の自治

と行財政の総括的考察であり，本稿はその中間過程で

生じた産物であり，今後の手がかりとなる－資料とし

ての性格をもつ。

(2)主として情報処理に要する経費。

(3)町村部の平均値と都市部の平均値をプラスして２で

割った。全市町村の単純平均ではない。

(4)全国市町村に占める調査対象市町村の割合は次の通

りである（全国市町村数は1980年４月現在)。

－２００－

市 町・村 計

全国 646 2,609 ３，２５５

今回調査対象
団体数

9３ 335 428

割合％ 1４．４ 1２．８ 1３．１
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三財政現況の分析RRfE底のえ庁一汕示５３年度のスケールでは，財政力指数０．３６以下
を評点３，０．３６を超え０．６０以下を４，０．６０を超

えるものを５とし，２以下は設けなかった。理由

は，前に述べたように地方交付税の財源調整機能
を評価したためである。

しかし，５５年度のスケールにおいては，評点２
以下も設けることとした。何故なら，市町村間の

財政力の格差の実態を示すことと，地方交付税の

財源調整機能を評価することとは区別すべきだと
考えたからである。

４）分折

（１）全国

３－１－１表財政力指数（全国）

ｌ財政力指数

１）算出方法

薑鶉鍔鵲(3年鯛の鞠値）
２）指標の意味(1)

地方交付税法の規定により算定した基準財政収

入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３

カ年間の平均値をいい，市町村の財政力を示す指
数として用いられている。

基準財政収入額は，市町村が標準的に収入しう
ると考えられる地方税等のうち基準財政需要額に

対応する部分とされ，市町村では，標準税率で算
定した当該年度の収入見込額の100分の75がそれ
にあたる。

基準財政需要額は，市町村が妥当かつ合理的な

平均的水準で行政を行なったばあいに要する財政
需要を示す額とされている。

基準財政需要額に対する基準財政収入額の不足

分は普通交付税によって補われる。これを地方交

付税の財源調整機能という。したがって，財政力

指数は，「’」に近く，「’」を越えるほど財源
に余裕があるものとされている。

３）スケール(2) 資料出所：地方財政統計年報。５７年版。
注・都市には大都市を含む。

昭和55年度における全国市町村計の財政力指数

は，０．３７である。指数の推移をみると，団体の別

なく，４９年度から52年度までは各年度上昇してき

たが，以後停滞している。（３－１－１表）

昭和56年度には，いずれの団体も0.1ポイント

増加し，その結果，市町村計でも０．１ポイント増

の0.38となった。この原因の１つとして，各団体

における税収の増加をあげることができよう（３

－６税収増加率の項を参照せよ)。

－２０１－

市町村

都市 町村 計
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評点
、昭和５５年度

順位 団体数 数値の範囲

昭和53年度

数値の範囲

５

１
１
泊 7２

1．９２００

１

０．６３００

0.60を超える

４

7３

Ｉ

1３８

7２

0.6200

1

0.4600

０６０以下
Ｉ

0.36を超える

３

上
一
下

２

１

1４５

１

２１４

220

１

２８１

297

１

３５９

365

１

４２８

7５

7７

6８

6４

0.4500

1

0.3400

0.3300

1

0.2500

０
０

０
０

４
１
８

２
１
●
０

０
０

0．１７００

1

0.0500

0.36以下
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うち最下位10団体の中の６団体は沖縄で占められ

る。列挙すれば以下のとおりである。

ｌ・渡名喜村（沖縄）0.05

２．伊平屋村（〃）０．０６

３．座間味村（〃）０．０６

４野迫１１１村（奈良）００６

５粟国村（沖縄）０．０６

６．布施村（島根）０．０７

７．渡嘉敷村（沖縄）0.08

８．与那国町（”）０．０９

９．五箇村（島根）0.09

１０知夫村（〃）0.09

沖縄の市町村計では，評点104（平均１．９６＝

2.0）にとどまっている。全国との格差は歴然と

している。これが，税収の低さによるものである

ことは言うまでもない（３－５地方税比率の項を

参照せよ）.

さらに，沖縄の抱える次の事情を考慮に入れた

ばあい，県内市町村と全国市町村間及び県内市町

村間の財政力の格差は，示された指標のひらき以

上に大きいと考えられるP）
第１に，基準財政需要額の算定にさいして，ア

メリカ軍基地や自衛隊基地から発生する財政需要

がどこまで考慮されているか。

第２に，南北500km，東西1,000klnという広大

な海域に点在する亜熱帯の島しょ県であることか

ら生まれる財政需要がどこまで考慮されてい

るかがそれである。

（２）沖縄

３－１－２表財政力指数（沖縄）

資料出所：県地方課「市町村決算状況調」

各年度版。

沖縄市町村計の財政力指数は，５５年度０．２１で，

全国比０．１６ポイントも低い。団体別にみても，

都市計で0.30ポイント，町村計でも０．１３ポイント

下回っている。

指数の推移をみると，５２年度以降停滞で，５６年

度になって各団体とも0.1ポイント増加した。格

差を維持したままで，全国指標と同様の動向を示

していることがわかる。

５３年度との比較はできないが，全国市町村の中

での相対的位置付けを評点表から行なってみよう。

都市計の平均は３．０で428団体の中位である。し

かし，町村計では，評点４の団体も若干あるが，

北部や離島の町村で評点１が圧倒的に多く，その

結果，町村の平均では評点１．７と下位グループに

属している。評点ｌに属する沖縄の自治体は24団

体(団体数の46％)にのぼるが,今回調査428団体の

３－１－３表評点表

ｉｉｉｉＩｉｉＩｉＩｉ
回■
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l可彌lLi扉M1蹄願■
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２経常収支比率

ｌ）算出方法

中53団体)から12.4％へと高まったためであろう。
４）分折

（１）全国

３－２－１表経営収支比率（影）（全国）
経常的経費充当一般財源額

×１００（％）
経常一般財源総額

２）指標の意味

これは，当該団体の財政構造の弾力性を測定す

る比率として使用されている。要するに，人件費，
扶助費，公債費等の義務的性格の経常経費に，地
方税，地方交付税，地方譲与税を中心とする経常
的な収入たる一般財源がどの程度充当されている

かをみることによって，臨時の財政需要に対する

裏負担にどれほど残余の一般財源を充当できるか，
すなわち臨時の財政需要に対する余裕度を測るわ

けである。経常収支比率は，おおむね70～80％の

間に分布するのが普通である。したがって，８０％

をいちじるしく超える団体にあっては，その原因

の究明と経常経費の抑制に留意しなければならな
い。

３）スケール

経常収支比率

資料出所：３－１－１表に同じ。

昭和55年度，全国市町村計の比率は，７７．６％

である。団体別にみると，都市計79.1％に対し，

町村計は２．７ポイント低目の76.4％となっている。

推移をみると，経常収支比率は50年恐慌時にピ

ークに達し，以後，低下傾向（改善傾向）を示し

ている。都市計では，５０年度８５．９％から56年度

79.1％，町村計では51年度の79.2％から同76.8と

改善された。

（２）沖縄

３－２－２表経常収支比率（影）（沖縄）

資料出所：３－１－２表と同じ。
注。５３年度から加重平均値に変更された。

５５年度の沖縄市町村計の経常収支比率は，８０．５

％で全国比2.9ポイント高い。団体別でみると，

都市計で2.6ポイント，町村計で1.2ポイント沖

縄側が高目となっている。

５３年度のスケールと比較してみると，５５年度で

は評点の境界値が全体として高めとなっている。

これは，以下に見るように経常収支比率の高い沖

縄の市町村の比重が,前回の1.6％(約3,200団体

－２０３－

市町村

都市 町村 計
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３
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２
０
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評点
昭和５５年度

順位 団体数 数値の範囲

昭和53年度

数値の範囲

５
１
１
ね 7２

７
３
●
０

４
１
１

３
７

６９％未満

４

7３

Ｉ

1４２

7１

７１．４

1

76.1

６９影以上

１

７４％未満

３

上

下

1４４

１

２１１

218

１

２８７

7４

7１

76.2

1

79.8

79.9

ｌ

83.2

７４％以上

Ｉ

８０％未満

２

289

１

３５９

7１

８３．３

１

８６．４

８０％以上

１

８６％未満

１

360

１

４２８

6９

86.5

Ｉ

102.0

８６％以上

市町村

都市 町村 計

９
０

４
５

１
２
３

５
５
５

４
５
６

５
５
５

９
８
１
１
７
９
９
５

６
■
●
■
０
●
■
●

３
６
８
０
２
２
１
３

８
８
８
９
８
８
８
８

９
５
６
５
５
６
４
１

℃
●
●
●
０
●
●
●

９
５
６
４
０
９
８
９

７
８
８
８
８
７
７
７

９
２
４
６
８
６
５
７

●
■
Ｂ
Ｃ
Ｏ
●
●
●

１
６
７
５
１
１
０
１

８
８
８
８
８
８
８
８



琉球大学教育学部紀要第２７集

２．７と０．４ポイント上回った。とくに，評点５に

ランクされた町村は，恩納村（686％），宜野座

村（60.6％），金武町（60.0％)，伊江村（７１．３

影），嘉手納町（64.5％），北谷町（63.6％），

知念村（67.8％）の７団体であるが，知念村を除

きいずれも基地所在自治体である。これは，５５年

度から，アメリカ軍基地の軍用地料についても，

自衛隊基地と同様，経常一般財源の中に算入され

るようになったためである。逆に，評点１には南

大島村（評点４）など一部を除いて，あいかわら

ず離島が多い。

こうして，市町村計の評点（平均）も，５３年度

の２．２から２．６へと浮上したのである。

５３年度から55年度までの推移をみると，都市計

では微減で全国都市計との格差には大きな変化は

ないが，町村計の格差は３．４ポイントから１．２ポ

イントへと接近し，その結果市町村計においても

４．１ポイントから２．９ポイントへと格差が縮小し

た。但し，５６年度にはまた格差は拡大している。

この点は，評点表からもうかがうことができる。

５５年度の都市計の平均は2.0で依然として下位

グループに属しているが，５３年度では全市が評点

１ないし２で，平均でも１．６だったことからみれ

ば，今回の市部における相対的な財政硬直度の改

善は明らかである。

町村部では，評点の平均で53年度の２３から

３－２－３表評点表

鴎1iIiI;IiiIiiHiii
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霞
３実質債務残高比率

１）算出方法

3）スケール

実質債務残高比率（錫）(4)

’２）指標の意味

これは財政運営上，地方債や債務負担行為のよ

うに将来にわたって財政負担となるものが標準財

政規模に対し，どの程度になっているかをみるも

のであり，将来の財政硬直化をもたらす実質債務

残高が必要以上に多額にならないようあらかじめ

注意するためのものである（『市町村のための総

合財政診断の手法」Ｐ２１２による）。
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ヨ７．０８１１１５９兜
の１１２％へ，また評点１についても２１９影から２５

ポイント高目の244影に移動しているのである。

このことは，今回のスケール作成のさいの対象と

なった428団体の中に市部が多く含まれているた
めばかりでなく，以下にみるように，全国・市町

村計における実質債務残高比率の増加のためであ
る。

９％未満

全市町村を対象とした前回の調査と比較して、 木

今回のスケールの境界値は，全体として高まった。そ
即ち，評点５については97％から15ポイント高目

４）分折

（１）全国

３－３－１表実質価務残高比率（全国・沖縄）単位億円

1０４３ １１４ １３１８１３４．２

資料出所：全国については３－１－１表の各年版より作成した。
沖縄については３－１－２表の各年版より作成した。

昭和55年度の実質債務残高（市町村計）は，１７１６４５％，５５年度164.2影と鈍化傾向にあるのに
兆1,058億円で，前年度比13.4％の増加となった。対し，町村のみの計では，１５１２＄，162.4％，
団体別内訳をみると，都市計（大都市を含む）１１168.8％と急伸している。

兆8,540億円，町村計５兆2,518億円で，前者とその原因は，町村における，都市部を上回る地
後者とは，ほぼ７対３の割合である。方債現在高の増加にある。５３年度から55年度にか
これに対し，５５年度の標準財政規模は10兆3,2けて，都市の地方債現在高が７兆９千億円から10

84億円となり,前年度比12.2％増にとどまったため兆６千億円へと３３．８影の伸びを示したのに対しｂ
に，実質債務残高比率は，前年度の163.8形から町村のそれは３兆３千億円から４兆６千億円へと
165.6＄へ，１．８ポイント高まった。実に４１．５影増となっている。
都市計のみをみると，５３年度155.7％，５４年度

（２）沖縄

3-3-2表実質債務残高比率（沖縄）単位百万円

都市町村

４１４６６２１６４２６３１０８４１４６６２１６４２６３１０８５２６７９３０６３２８３３１１６３５３９３９６７６１０３２１５

４０９３５８５７９９５０７９６０３２１４０１１９８４６７４３３１７２７９

４５５５９２７４９９７３０５８６０６５８３６６６４９７３２２７３３８５４７１０９１２０４９４

４３７０１２８７５３７２４５４４８５６１３１９０５８０４６６５４０２１３５７５５８９７７６

１０４３９５６１００８１２４９１１４９１２０９１３５８１３１８１３４２

資料出所：３－１－２表に同じ。

－２０５－

２

２８７

１

３５７ ''1’
1９７．０８

１

２４３７３

１５９％以上
1

,10劣耒熊

5３

都市 町村 計

5４

都市 町村 計

5５

都市 町村 計

地方償 78,923 3２．７２３ 111,646 92,943 39β15 132.758 105,621 46,304 151,925

債務負担行為額 1１，０２２ 4,895 1５，９１７ 12.616 5,454 18,070 12`９１９ 6.214 19,133

計（A） 89.945 37,618 127,563 105,559 45,269 150,828 118,540 52,518 171,058

標準財政規模(B） 57,786 24,872 82,658 64,185 27β6８ 92.053 72,175 31,109 103,284

(A)/(B)ｘｌＯＯ(％） 155.7 151.2 154.3 164.5 162.4 163.8 164.2 168.8 165.6

沖縄影 104.3 95.6 100.8 124.9 114.9 120.9 135.8 131.8 134.2

5３

都市 町村 計

5４

都市 町村 計

5５

都市 町村 計

地方償 41.466 21,642 63,108 52,679 30,632 8３，３１１ 63,539 39,676 103,215

債務負担行為額 4,093 5,857 9.950 7,979 6,032 1４，０１１ 9,846 7,433 17,279

計（A） 45,559 27,499 73,058 60,658 36,664 97,322 73,385 4７，１０９ 120,494

標準財政規模ＩＢ１ 4３，７０１ 28,753 72.454 4８，５６１ 31,905 80,466 54,021 35,755 89,776

(A1／(B1x100“） 104.3 95.6 100.8 124.9 114.9 120.9 135.8 131.8 134.2

1

358

１

４２８

7１

243.98

1

392.79

219％以上
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そこで，つぎに，評点表からいくつかの特徴を

列挙してみよう。まず，上記の様に急激な伸びを

示しているにもかかわらず，実質債務残高比率は’

全国市町村のなかで上位を占めていることである。

都市計平均で４０，町村計でも平均４．０である。

たしかに，前回にくらべれば，都市計０．５ポ

イント，町村計でも0.5ポイント，低下して

おり，このことは，県内市町村の実質債務残

高比率の高まりが，全国のそれよりもより急速

であることを示している。とくに，評点４からｌ

に低下した南風原町（294,8％)I5bi1注目される。
しかし，評点２には，国頭村（232.1％），北谷町

（２０９６％)，豊見城村（197.4％)，渡嘉敷村(201.

7％）の５団体があるのみで他は３以上である。

この点からみるかぎり県下の市町村は全体的には，

長期的に安定した財政構造を示しているといって

よかろう。

このように，沖縄の市町村における実質債務残

高比率が全般的に良好な状態を示しているのはⅢ

国庫補助金の補助率の嵩上げ措置の影響といって

よかろう。しかしⅢ財政危機の中で，従前通りの

補助事業の拡大は望めまい。それゆえ，今後は年

度間の財政調整機能を有し，負担の衡平をはかる

見地から活用が望ましいとされる地方債を，長期

的，計画的に活用していくことが基本的方向とな

ることは確かである。

昭和55年度における沖縄の実質債務残高（市町

村計）は，1,205億円（全国市町村の0.7％）で，

前年度比23.8％の増加である。団体別内訳をみる

と，都市計の734億円に対し町村計は471億円で

あり，前者と後者との割合は６:４となっている。

これに対し，標準財政規模は55年度において，

８９８億円となり，前年度比11.4％にとどまったた

めに，実質債務残高比率は，前年度の120.9％か

ら，134.2％へと１３．３ポイントも上昇した。

都市計のみをみると，５３年度から54年度にかけ

て，実質債務残高は４５６億円から７３４億円へと

６１」影増加したのに対し，標準財政規模は23.6％

増にとどまったために，実質債務残高比率は，

１０４３％から135.8％へと３１．５ポイントも高まった。

他方，町村計においては１標準財政規模の伸び

は24.3％と都市計とほぼ同様ながら，実質債務残

高で713％と急伸したため，実質債務残高比率も

53年度の95.6％から131.8％と３６．２ポイントも高

まりをみせ，都市計のそれに接近している。

こうして，全国比，県内市町村の実質債務残高

比率の急伸ぶりは注目に値する。それをひっぱっ

ているのは，全国と同様，地方債残高の急激な伸

び（とりわけ’町村計のそれ）にある。都市計で

は，５３年度から55年度にかけて、53.2％増である

のに対し，町村計のそれは実に83.3％増なのであ

る。

３－３－３表評点表

【【席
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53年 I ５ ５ ５ ５ ５ ３ ５ ４ ５ ５ ３ ４ ５ ５ ５ ５ ５ ４ ５ ４ ５ ４ ５ ５ ５ 194 239

55年 ２ ４ ５ ４ ５ ５ ３ ５ １ ４ ４ ２ 3上 3上 ５ ５ ５ ４ ４ 3上 ４ ５ 3上 ５ ５ ３ 174 214
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４基金残高比率

１）算出方法

3）スケール

諺残高比率（兜

２）指標の意味

積立金は年度間の財源の変動を調整し，将来に

おける安定的な財政の運営に資するため財源を留

保するものであり，それが標準財政規模に対しど

の程度となっているかをみることにより，その団

体の財政の健全性をみるものである（3.実質債務

残高比率と同文献による｡）

団体数の区分は，前回方式にしたがって，評点

５を10％ロ４を20％，３を70％とした。評点１あ

たりの自治体数は42から43である。前回とくらべ

各段階の境界値は，５ないし10ポイント高めであ

る。

４）分折

（１）全国

３－４－１表基金残高比率（全国，単位億円）

：。Ⅱ８１２６９７７３６２０４３１

●

■■ ■ ■Ｕ■■■ ■■■・・・ｕＩｏＩＯ３２８４

資料出所：３－１－１表に同じ。

昭和55年度における全国の積立金現在高は，市

町村計で２兆431億円となり前年度比18.2％増で

ある。団体別内訳では都市計1兆2,695億円（前

年度比20.5％増）に対し，町村計は7,736億円

(14.5％増)で，両者の割合は,ほぼ６１４となって

いる。

５３年度から55年度までの基金残高比率の推移を

みると，都市計については，４ポイント増なのに

対し，町村計のそれは，わずか２６ポイントの増

にとどまっている。

都市計と町村計の格差が縮小しつつあるという

ことである。

－２０７－

基金残高比率（影）

5３

都市 町村 計

5４

都市 町村 計

5５

都市 町村 計

積立金現在高(A） 7,860 5，５５１ 1３，４１１ 1０，５３３ 6,755 1７１２８８ 12,695 7,736 2０，４３１

標準財政規模(B） 57,786 24,872 82,658 6４，１８５ 27,868 92,053 7２．１７５ 3１．１０９ 103,284

Ａ／Bx100(影） 1３．６ 22-3 16.2 １６．４ 24.2 18.8 1７．６ 2４９ 19.8

評点
昭和５５年度昭和53年度

順位 団体数 数値の範囲 数値の範囲

５

１
１
妃

258.16

Ｉ

5４．７０

44％を超える

４

4４

Ｉ

128

5４６９

ｌ

３ＬＯＯ

4Ｊ4影以下
Ｉ

25％を超える

３

９２１
～

４２４

30.75

Ｉ

0.00

２５影以下
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（２）沖縄

３－４－２表基金残高比率（沖縄，単位百万円）

資料出所：３－１－２表に同じ。

高比率は団体の別なく53年度以降ほぼ同一水準に

とどまっている。したがって，全国との格差は，

ますます広がることになる。

５３年度から55年度まで市町村の評点もほとんど

変化ない。浦添市と読谷村とが評点４から３へ変

化しただけであり，評点５は，東村（116.9影)，

恩納村（69.2％)，金武町（80.9％)，嘉手納町

(71.0％）の基地所在自治体の４団体のみであ

る。

昭和55年度における沖縄県下市町村の積立金現

在高は，’'’億円（全国比ｑ５％）で前年度比

8.2％の増加である。内訳は,都市計69億円（２３．

３％増），町村計が52億円（１１．３％増）であり，

ほぼ６：４である。

これに対し55年度の標準財政規模は，都市898

億円，町村540億円，両者の計358億円で,前年

度比の伸び率は，それぞれ11.6％，１１．２％，１２．

１％と積立金の伸び率とほぼ等しい。

こうして，３－４－２表でみるごとく，基金残

３－４－３表評点表

Hi1iiHlIliIlIIIIliliiiiBH1HH
回回囿

囹囹囹回回回回囹囹回団回囹回国囹回回回■囹囹回回囹囹回囹

ｉＩＩ１１ｉ
囹囹囹囹回囹囹回団

M］
囿囿囚田回戸田、囹囹■ョ'38'8８

２）指標の意味

自主財源の主柱である地方税が，歳入総額に占

める比率を検討することで，市町村の財政上の自

立度を示そうというものである。

５地方税比率

１）算出方法

地方税
×１００（％）
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53年 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ 139 170

55年 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ 138 168

5３

都市 町村 計

5４

都市 町村 計

5５

都市 町村 計

積立金現在高'A） 5，０７７ 4,197 9,273 5,607 4,675 10,282 6,915 5,207 11,122

標準財政規模(B） 4３，７０１ 28,753 72,454 4８，５６１ 31,905 ８０，４６６ 54,021 35,755 89,776

Ａ／ＢｘｌＯＯ(％） 116 1４．６ 1２８ １１．５ １４．７ 1２８ 12.8 1４６ 1２．４



今村・仲地・米盛：相対評価法による市町村財政の分析

3）スケール
ｂ

地方税比率（影）

「1.8％自治」の自治体は，沖縄県，伊平屋村

である。

最下位10位までをあげてみると，以下のとおり

である。

１，沖縄伊平屋村１．８％

２．島根布施村２．０％（1.9871）

ａ沖縄座間味村２．０％（1.9937）

４．奈良野迫川村２．０％（2.0217）

５．沖縄伊是名村２２％（2.1810）

６．”渡嘉敷村２．５％

７．〃粟国村２．６％

８．〃与那国町２．７％

９．〃北大東村２．８％

１０．島根都万村２．９％

したがって「１～２％自治」という実状の自治

体は，決して特異な例ではないことがわかる。そ

して，自治体財源の貧困な自治体が沖縄県に多い

（評点１の71団体のうち，沖縄の町村は26を占め

る）ことも確認しておこう。前回との比較はない。428団体のうちで最高の

80.9％と最低の1.8％という驚くべき格差に注目
したい。

４）分折

（１）全国

3-5-1表地方税比率（全国，単位10億円）

Ⅲノコ釈

資料出所：３－１－１表に同じ。

昭和55年度における全国（市町村計＝大都市を地方税比率の推移をみると，５３年度から55年度

含む）の地方税収は，７兆３千億円で，前年度比にかけて市町村計では30.0％から31.8と１．８ポイ

14.7％増である。その内訳をみると，大都市１兆ソトの微増である。都市計（大都市含む）のぱあ

６千億円（地方税収全体の22％),都市４兆５千億いは，３５．５％から37.5％へ２ポイント，町村のば

円（61％)，町村１兆２千億円ｑ7％）となっていあいには，１６．４％から17.9％へと１．５ポイント増

る゜大都市をあわせた都市部が地方税収の８割以である。地方税比率は，都市，町村との格差をの

上を占めている。こしつつ全体としてはいわゆる「３割自治」の水

準で停迷しているといってよい。

－２０９－

評点
1m

順位

｜和５５年度

団体数 数値の範囲

５

１
１
打 ７１

80.87

１

３３．８９

４

7２

Ｉ

1４２

7１

33.88

１

２４．４５

３

上

下

1４３

１

２１４

２１５

１

２８５

7２

7１

24.40

１

１７．４９

17.32

1

12.30

２

286

１

３５７

7２

６
９

２
５

■
』
｜
■
ロ
ロ
。
、

２
７

１
１

358

１

４２８

7１

7．５１

1

1.75

5３

都市 町村 計

5４

都市 町村 計

5５

都市 町村 計

地方税（A） 4,716 918 5,634 5,314 1,055 6,369 6,087 1，２２１ 7,308

歳入総額（B） 13,185 5,598 1８，７８３ 14,660 ６，２２６ 20,886 1６，１２５ 6Ⅲ８２２ 2２，９４７

Ａ／Ｂｘ１００（％） 35.8 1６．４ 30.0 36.2 16.9 30.5 37.7 1７．９ 31.8
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（２）沖縄

３－５－２表地方税比率（沖縄，単位，億円）

資料出所：３－１－２表に同じ。

部の玉城（７．０影)，知念村（5.6％）である。

都市計でも平均２．６で，評点４の団体はない。

町村部にいたっては，平均１６であり，その結果

市町村計平均でも評点１．８ときわめて低くなって

いる。

この原因は，現年度分でなく，滞納分の徴収の

おくれにある，ともいわれている（「沖縄タイム

ス」５８年８月６日付)。しかし，それだけではあ

るまい。市町村の努力だけでは解決しえない景気

動向によって，税収が左右されることは言うまで

もない。さらに，離島自治体が多いこととの関連

では，復帰後適用された特別措置が，離島の振興

開発に結びつかずにいることが指摘されねばなら

ない。また]基地所在自治体でも低い比率を示し

て居り，軍事基地の撤去と結合した開発政策のあ

り方がここでは問われている，というべきであろ

う。

昭和55年度における沖縄県内市町村計の地方税

は335億円（全国の0.45％）で，地方税比率は

13.8％，にとどまっており，全国比，実に18ポイ

ントのひらきがある。団体別内訳をみると，都市

計では17.1％で全国比20.6ポイント，町村では9.0

ポイント下回っている。

３－５－２表からも明らかなように，沖縄の自治

体では昭和53年度から３年間，地方税比率は一定

で「13％自治」が続いている。

では，４２８団体中に占める各市町村の位置はど

の程度であろうか。与那城村の評点４（261％）

を除いて，評点３が13団体である。評点１の団体

は26団体(全体の約半分)にものぼる。内訳をみる

と，離島町村の全て（17団体）と，恩納（7.0

％)，宜野座（4.0％)，金武（6.6％)，伊江

（4.4％)，国頭（6.4％)，勝連町（7.1％）の

軍事基地所在町村，北部の大宜味（４．５影)，南

３－５－３表評点表

IiiiIiiiiiHIi1ii1ii1iIi

i1IllIII1ii1iiiiiＩｉＩＩＩＩＩＩＩＩｉ
回回回回■■■■■■■■■■■■■■■面面唖

liiliil

－２１０－

5３

都市 町村 計

5４

都市 町村 計

5５

都市 町村 計

地方税（A） 1９３ 6４ 257 ２１８ 7４ 292 249 8６ 335

歳入総額（B） Ｌ１１９ 748 1,867 1,303 894 2.197 1，４５４ 968 2’４２２

Ａ／Ｂｘ１００（影） 1７．２ 8.6 13.8 1６．７ 8.3 1３．３ 1７．１ 8.9 13.8
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６税収増加率

１）算出方法
税の推移をみると,下の表のように54年度は９９００
万円で，４９年度から56年度までの８年間の最高で
あるとともに，５３年度から55年度にかけてのような

急激な税収の増減は,この期間中には生じていない。
当該年度税収額一前年度税収額

×１００（影）
前年度税収額

２）指標の意味

これは市町村の歳入の大宗をなす税収入の増加

率をみることによってその団体の財政面における

成長性をみようとするものである（3.実質債務残
高比率と同文献による）。

3）スケール

税収増加率（％）

資料出所８３－１－２表に同じ。

注（）内は対前年度増減率，単位９千円

４）分折

（１）全国

３－６－１表税収増加率（全国，形）

５５年度における全国・市町村計の税収増加率は，

148％，前年度比1.9ポイント増である。団体別

内訳をみると,都市計145％,町村計15.7％である。

４９年度から55年度までの年平均増加率と比較し

ても，５５年度においては，団体の別なくこれを上

回っている。

５３年度から55年度にかけて，評点Ｉの境界値だ

けが３６ポイント上回った。つまり，市町村の税

収増加率が総体として高まったことを意味しよう。

そのなかで，評点１の下限値がマイナス30.5％

とは異常である。そこで最下位５団体を列挙して

みた。

１．沖縄下地町－３０．５％

２兵庫三日月町－９．８％

ａ佐賀芦刈町－７．４％

４．愛知稲武町－７．３％

５．沖縄北大東村－６．４％

２位との差は，２０．７ポイントもある。今回だけ

の特異な事例と考えられる。事実，下地町の地方

（２）沖縄

３－６－２表（沖縄，％）

市町村市町村計

３１３１８２１１８

５４１３３１４８１３７

５１４１１６５１４７

１４８２１４１６５

資料出所：３－１－２表に同じ。

－２１１－

４９年度 36,614

5０” 30,706 (△１６．０）

5１” 37,849 （２３．５）

５２〃 52,279 （38.1）

５３” 56,186 （７．５）

５４” 99,095 （７６．４）

５５” 68,864 (△３０．５）

５６〃 96,924 （40.7）

評点
昭和５５年度

順位 団体数 数値の範囲

昭和53年度

数値の範囲

５

１
１
Ⅵ 7１

63.40

ノ

19.23

19％を超える

４

7２

Ｉ

1４２

7１

19.21

１

１６．６２

１９影以下

Ｉ

15％を超える

３

上
一
下

1４３

１

２１４

215

１

２８６

7２

7２

1６６１

１

１４．４６

1４４２

１

１２２９

１５％以下

Ｉ

12％を超える

２

287

１

３５７

７１

1２．１９

Ｉ

9．６２

１２％以下
Ｉ

6％を超える

１

358

１

４２８

7１

9．５９

Ｉ

-30.51

6％以下

都市 町村 市町村計

３
４
５

５
５
５

７
７
５

●
●
巳

２
２
４

１
１
１

５
９
７

０
Ｃ
Ｏ

３
４
５

１
１
１

８
９
８

２
２
４

１
１
１

55／４９の

平均成長率
1３．７ 1４．８ 1３．７

都市 町村 市町村計

5３ 13.1 8.2 1１．８

5４ 1３．３ 14.8 1３．７

5５ 14.1 1６．５ 1４７

5６ 1４．８ 21.4 1６．５

55／４９の

平均成長率
1８．５ 1８．２ 1８．４



琉球大学教育学部紀要第27集

１へ，逆に中城村では評点１から５への激変であ

る。この点の検討は今後の課題としたいが，その

中で，町村の評点累計が，前回の132から135へ

と微増しているのである。平均では，町村は都市

の評点3.1を若干上回って評点3.14となった。評

点５の団体71のうち，沖縄からは町村が13,市が

２団体入っている。

全国平均とくらべて自主財源が極端に貧困な

なかで，町村計の地方税が都市計のそれより速い

テンポで増加している点に特徴がある，といえよ

う。

全国の動向とほぼ同様であるが,ただ都市計で

の停滞と町村計の急増が目立っている。この傾向

は56年度まで計算するとさらに明らかになる。都

市計は55年度から56年度にかけて，０．７ポイント

増に対して，町村計は４９ポイント増である。

評点表から以上の点をたしかめてみよう。都市

計の評点は，５３年度32点だ.ったものが今回は，

31点となった。各市毎にランクの昇降が著

しい。

町村部では，都市部以上に評点の入れ替りが激

しい。例えば，伊江村，多良間村では評点５から

３－６－３表評点表

２

具座粟渡南北伊伊城下上伊多竹町今

行艤，,敷朧噂東京：地村
ゴー

度村町*ｌ村村町町村Ｊ村村村村村村村村村村町町村材村町ＩＢｆＥｆ

２３３２１８４

３上２３５１８６

箙

に見ようとするのが公債費比率であり，通常財政構

造の健全性がおびやかされないためには，この比

率が10％を超さないことが望ましいとされている。

公債比の増加は，将来の住民に負担を強いるこ

ととなるので，地方債許可方針においては公債費

比率の高い団体については，その程度に応じて起

艫露ﾇ野勘奎鯛鰄鑑呈躍閻
の平均が20％以上30％未満の団体については，原

則として，一般単独事業債及び厚生福祉施設整備

事業債を，３０影以上の団体については，一般事業

債（一般公共事業のうち災害関連事業を除いた事

業，公営住宅建設事業，義務教育施設整備事業，

産業廃棄物処理事業，公共用地先行取得等事業，

厚生福祉施設整備事業及び一般廃棄物処理事業に

７公債費比率

１）算出方法

A芦CxlOO(鯵)(3年度間の平均樹

２）指標の意味

地方公共団体は，地方債の借入れのさい，毎年

度定められた条件に従って，毎年度元金の償還と

利子の支払が必要となるが，これに要する経費の

総額を公債費といい，この公債費の一般財源に占

める割合を公債費比率と呼んでいる。

地方債は，ある程度活用すべきことは当然であ

るが，後年度の財政負担となるので，その限度を

どこに求めるかが常に問題となる。これを計数的

－２１２－
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今村・仲地・米盛：相対評価法による市町村財政の分析

係る地方債をいう）をそれぞれ許可しないことと

しているのである。

なお，Ａは当該年度の元利償還金（転貸債分及

び繰上償還分を除く），Ｂは元利償還金に充てら

れた特定財源，Ｃは普通交付税の算定において基

準財政需要額に算入された公債費，Ｄは標準財政
規模を示している。

３）スケール

公債費比率（影）

３－７－１表公債費比率（全国，影）

公債費比率（影）

資料出所：３－１－１表に同じ。

率は逆転し，両者間の比率の格差は，わずかづつ

ではあるが，縮小してきている。都市計における

停滞と町村計での伸張とが特色の１つである。

（２）沖縄

３－７－２表公債費比率（沖縄，影）

区分
■

■

各段階の評点の境界値がいずれも前回より上回

っている。すなわち，評点１については２．７ポイ

ント，評点５についても１．３ポイント増である。

サンプルの中に都市部が多いことの他に市町村財

政が地方債依存傾向を強めつつあることを示すも

のであろう。

４）分析

（１）全国

３－７－１表は,公債費比率の伸びが49年度以降，

一貫して続いていることを示している。これを団

体別にみると，昭和55年度，市町村計では10.7％

で前年度比０．８ポイント増であるが，町村計では

10.6％（0.9ポイント増），都市計では１１３％

（0.5ポイント増）となっている。５０年恐慌から

51年にかけて，都市計における公債費比率の伸び

が，町村計のそれを上回っていたが，その後伸び

資料出所：３－１－２表に同じ。

沖縄．市町村計の公債費比率は，昭和55年度

７．３％で前年度比１．４ポイント増加した。

これを団体別にみると，３－７－２表のとおりで

ある。全国のばあいにも確認された傾向が，より

濃縮されたかたちで現象している。すなわち’５２

年度には，都市計の公債比率は，６，３影で，町村

計のそれを2.1ポイント上回っていた。ところが，

55年度には，格差は1.1ポイントにまで縮小し，

56年度には逆に町村計が都市を上回り，逆転する

にいたっている。

評点表から，県内市町村の全国における相対的

地位をみてみよう。

第１に，都市計については，各市間に若干の昇

－２１３－

市町村（全国）

都市 町村 計

市町村計

(沖縄）

９
０
１
２
３
４
５
６

４
５
５
５
５
５
５
５

４
５
５
９
４
８
３
９

●
●
●
●
●
Ｄ
、
●

７
８
９
９
０
０
１
１

１
１
１
１

３
０
９
６
２
７
６
５

●
●
■
■
●
●
●
●

６
７
７
８
９
９
０
１
１
１

５
３
２
９
５
９
７
６

●
■
●
Ｓ
Ｑ
Ｃ
Ｑ
０

６
７
８
８
９
９
０
１
１
１

０
４
１
６
６
９
３
９

■
●
●
●
●
■
●
●

３
３
４
４
５
５
７
８

評点
'昭

順位

和５５年度

団体数 数値の範囲

昭和53年度

数値の範囲

５

１
１
ｍ 7２

0.1

１

７．３

６％未満

４

7２

Ｉ

1４１

7１

7.4

１

９．１

６％以上

Ｉ

7.5％未満

３

上

下

1４３

１

２０７

２１５

１

２７７

7２

7０

9.2

Ｉ

1１．３

1１．４

Ｉ

1２．９

7.5影以上

Ｉ

10.5％未満

２

285

１

３５３

7１

1３．０

１

１５．１

105％以上

1

1265％未満

１

356

１

４２８

7２

１５．２

1

23.5

12.5％以上

都市 町村 市町村計

２
３
４
５
６

５
５
５
５
５

３
２
３
１
８

０
ｄ
●
■
●

６
７
７
８
８

２
２
６
０
９

●
●
●
０
■

４
５
５
７
８

６
６
９
３
９

●
ロ
ロ
●
●

４
５
５
７
８
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近い将来に解消するであろうことは確実である。

それを裏書きするようにⅢ沖縄県の公債費比率は，

49年度には全国・市町村計の２分の１以下だった

ものが，５５年度には，両者の格差は８割弱にまで

縮小している（３－７－１表)。

とはいえ，今のところ評点が下がった市町村に

おいても，いずれも評点３どまりであり，財政の

健全度からみるかぎり全国市町村の上位にあるこ

とは以前とかわらない。

降はあるものの，前回とかわらず4.0を維持して

いる。

第２に，町村計については，前回の評点数２]Ｏ

（平均４．９）から，今回は１８９（平均４．４）へと

ランクを下げている。

その結果，市町村計においても，評点は250(平

均４．７）から２２９（平均４．３）へと低下している。

こうして，公債費比率の急伸，とりわけ町村の

それに注目するかぎり，全国との隔たりはいずれ

３－７－３表評点表

ｉ１ｉ
５４０５

，FTm田■田団

【 扉
…
芒

囹回回囹回田、回■回’89229
３－８－１表地方債・歳入総額の推移（全国）

〈単位：１０億円）８地方債歳入比率

ｌ）算出方法

地方債歳入額
×１００（％）

歳入総額

２）指標の意味

市町村における歳入不足は多くの場合地方債に

よってまかなわれているのが現状であり，これは

後年度に大きな財政負担を残すこととなる。財政

運営上，ある程度の割合の地方債は公平負担の原

則から是認されるが１一定の限度をこえて地方債

にたよることは財政硬直化をきたすことになるの

で，その状況をみようとするものである（3.実質

債務残高比率と同文献による）。

３）スケール

地方債歳入比率の評点の境界値は，いずれも低

下している。すなわち，評点５では，９％から 資料出所：３－１－１表に同じ。

－２１４－

那
覇
市

石
川
市

具
志
川
市

宜
野
湾
市

平
良
市

石
垣
市

浦
添
市

名
護
市

糸
満
市

沖
縄
市

都
市
計

国
頭
村

大
宜
味
村

東
村

今
帰
仁
村

本
部
町

恩
納
村

宜
野
座
村

金
武
町

伊
江
村

与
那
城
村

勝
連
町

読
谷
村

嘉
手
納
町

北
谷
町

北
中
城
村

中
城
村

西
原
町

53年 ４ ５ ４ ４ ３ ５ ２ ４ ４ ５ 4０ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ３ ５ ５ ５

55年 ４ ５ 3上 ５ ４ ５ ４ ４ ３ 3上 4０ 3上 ５ ４ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ 3上 ５ ５ ４

豊
見
城
村

東
風
平
町

具
志
頭
村

玉
城
村

知
念
村

佐
敷
町

与
那
原
町

大
里
村

南
風
原
町

仲
里
村

具
志
川
村

渡
嘉
敷
村

座
間
味
村

粟
国
村

渡
名
喜
村

南
大
東
村

北
大
東
村

伊
平
屋
村

伊
是
名
村

城
辺
町

下
地
町

上
野
村

伊
良
部
町

多
良
間
村

竹
富
町

与
那
国
町

町
村
計

合
計

53年 ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ４ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ３ ５ ５ ５ ５ ５ ５ 210 250

55年 ５ ５ ５ ４ ５ ４ ３ ５ 3上 ４ ４ ３ ４ ４ ５ ５ ５ ５ ４ ３ ４ ５ ３ ５ ５ 3上 189 229

歳入（

都市 町村

懲額

市町村計

地方償

都市 町村 市町村計
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１
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３
３
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４
５
６
６
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22,947
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４
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４
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１
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１
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６
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９
０
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１
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２
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２

(対前年度増加率形）

９
０
１
２
３
４
５
６

４
５
５
５
５
５
５
５

７
４
７
３
２
０

■
●
■
●
●
●

’
９
５
６
１
０

６
２
１
１
１
１

９
１
３
７
２
５

●
●
■
●
●
曰

２
８
６
７
１
９

１
１
１
１
１

５
８
９
７
２
９

●
●
●
●
●
●

２
５
５
６
１
９

２
１
１
１

３
３
６
０
３
５

●
０
，
■
。
●

８
０
６
０
４
４

３
１
１
２
４

４
６
４
３
０
４

◆
●
●
●
、
●

０
９
２
７
５
２

３
４
１
２
凸

１
６
３
３
６
８

■
●
●
●
●
●

６
０
５
２
４
３

３
２
１
２
凸
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7.66影へ,評点１についても20％から16.15影へそれ

ぞれ1.34ポイント，３．８５ポイント,前回境界値を下回

っている。４９．５０年恐慌以降の不況局面が続くな

かで，とくに54年度以降起債の制限と自治体によ

る自粛がこの結果を生んだものであろう。

地方債歳入費比率（影）

３－８－３表地方債，債入総額の推移（沖縄）

（単位：億円）

４）分折

（１）全国

３－８－２表地方債歳入費比率（全国％）

団体別内訳でも同様な傾向が現れ，５５年度には，

都市計，町村計のいずれも減少した。これに対し

て，歳入総額はいずれの団体も増加率を低下させ

はしたものの，９％台で増加し，その結果，地方

値歳入比率は53年度をピークにいずれも減少しつ

づけている（３－８－２表）

（２）沖縄

３－８－４表地方債歳入比率（沖縄％）

資料出所:全国は3-1-1表，沖縄は3-1-2表に同じ。

昭和55年度，全国・市町村計の地方債発行額は

２兆６千億円で，前年度比3.8影の減となった

（３－８－１表)。５２年度から53年度にかけて22.3

影も増加したものが以降鈍化，マイナスに転じた。

資料出所：３－１－２表に同じ。

５５年度，市町村計の地方債発行額は２５２億円

(全国の1.1＄を占める）で，４９年度の4.3倍と

－２１５－

資料出所：３－１－２表に同じ。

評点
H【

順位

和５５年度

団体数 数値の範囲

昭和53年度

数値の範囲

５

１
１
ｍ 7１

0．００

１

７．６６

９％未満

４

7２

Ｉ

1４３

7２

7．７０

1

9.83

９影以上

Ｉ

１２影未満

３

上

下

1４４

１

２１５

216

１

２８６

7２

7１

9．８８

Ｉ

1１．４５

1１．４９

１

１３．５６

１２％以上

Ｉ

１５影未満

２

287

１

３５７

7１

1３．５７

１

１６．０８

１５％以上

Ｉ

２０％未満

I

３５８

１

４２８

7１

･１６．１５

Ｉ

24.88

２０％以上

市町村（全国）

都市計 町村計 計

市町村計

(沖縄）

９
０
１
２
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４
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５
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●
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５
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２
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１
１
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■
白
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■
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７
１
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●
●
Ｂ
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３
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２
１

１
１
１
１
１
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４
６
４
５

■
●
●
、
、
●
●
ｂ

５
８
９
８
９
０
０
０

１
１
１

市町村（沖縄）

都市 町村 計

３
４
５
６

５
５
５
５

１
２
２
６
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●
●
■

９
０
０
９

１
１

８
１
７
８

●
●
●
●

９
１
０
１

１
１
１

４
６
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５
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●
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０
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１
１

唱･１ 歳 入総額 地方償
エ

承 都市 町村 市町村計 都市 町村 市町村計
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５
５
５
５
５
５
５

４
９

２
０

６
７

１０８

４
９

３
１

９
１

３
４

０
５

３
４

５９５
ｐ
０
０
９

１
１
１
１

383

４５９

５１１

６１３

７４８

８９４

９６８

1,092

７
７
２
７
７
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２
７
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(対前年度増加率形）
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平均
1４．３ 1６．１ １５．１ 20.3 34.7 25.3
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今回は北部２団体，離島で７団体の計９団体へと

増加した。

団体名と比率は以下のとおりである。

なった。他方，歳入総額は，５５年度２，４２２億円

（全国比1.2％を占める）で，４９年度の２．４倍に

とどまっている（３－８－３表)。その結果，沖縄

の地方債歳入比率（市町村計）は，３－８－４表よ

り明らかなように，年度毎に上下をくり返しつつ。

上昇傾向を辿っている。

昭和56年度，都市計では，比率を低めたものの，

町村計の起債は，前年比24％も増加し歳入の伸び

（16.1％）を追いぬいたために，地方債歳入比率

はこれまでのピークの1Ｌ８％となっている。

こうして，沖縄市町村計の地方債歳入比率と全

国のそれとの格差は，４９年度の5.0ポイントから

55年度には0.9ポイントへと縮小した。

以上のことは評点表の分析からも確認される。

第１に，都市計の評点では平均４．２から３７へ

と低下している。

第２に，町村計では，前回の評点175（4.1）

から今回は１３１（3.0）へと大きく後退した。前

回は評点１の団体はわずかにｌ団体だったものが，

３－８－５表評点表

！
その結果，市町村計でも，前回の２１７点（平均

4.1）から，１６８点（平均３．２）へ後退し，全国

の市町村のほぼ中位に位置するようになったので

ある。

こうして，沖縄市町村における地方債歳入比率

の動きの特徴は，全国のそれに，急速に追いつき

つつある，ということである。その傾向は，とく

に町村において著しい。

■■■■回■回回回回

iHiiHiHililiHii鯛ＩＨＩｉＨｉＩｉ
■■回囹回回回匝國３１７５２１７

■田■■、田■ﾛﾛ■■岡田■■田岡■､n円

９人ロ１人当たり職員蛤

１）算出方法

いてもまた，財政構造に対する影響度においても

きわめて高い。人件費の主たるものは職員給であ

り１職員給は職員数と平均給料の相乗積である。

このようなことから職員袷の状況をみることによ

り財政の状況をみようとするものである（3.実質

債務残高比率と同文献による）。

３）スケール

６人口１人当たり職員袷の評点の境界値は，いず

－２１６－

職員袷（含事業費支弁職員絵）

住民基本台帳人口

2）指標の意味

歳出中に占める人件費の地位は， その総額にお

１ 本部町 22.7％ ６ 伊平屋村 １７．２％

２ 与那国町 20.1％ ７ 伊良部町 １６．５％

３ 座間味村 19.2％ ８ 仲里村 16.3％

４ 粟国村 18.9影 ９ 東村 16.3％

５ 渡嘉敷村 １８．４％
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今村・仲地・米盛：相対評価法による市町村財政の分析

れの段階においても高まっている。評点５につい

ては，２万円から２万６千円へ，また評点１につ

いても４万円から４万６千円へ，いずれも６千円
増である。

人ロ１人当たり職員絵の最高14万4,388円は，

人口一人当職員袷〈千円）

－ビスを島内でワン・セット揃えなければならな

い事情も大きく作用していることを忘れてはなる

まい。同様なことは「陸の孤島」と形容される過
疎地にもあてはまろう。

４）分折

（１）全国

３－９－１表職員袷の推移(全国）（単位:百万円）

資料出所：地方財政白書各年度版

全国の職員袷は，５３年度２兆５千億円から55年

度には２兆９千億円へと15.9影増加した。５２年度

から56年度にかけての職員袷の年平均増加率は

７．３％となっている。

（２）沖縄

３－９－２表人口１人当たり職員絵の推移

（単位：千円）

愛知県富山村であるが，歳入総額３億７千万円，

人口はわずか232人である。

以下，１人当たり職員絵10万円以上の団体！及

び人口数を列挙すると以下のとおりである。

全額人口

1．愛知富山村１４万4,388円２３２人

2．沖縄竹富町１２万9,736円3283人

３．〃与那国町１１万8,594円２，１１１人

４．〃北大東村１１万7,003円650人

５．〃渡名喜村１１万6,625円589人

６．〃座間味村１０万5,373円769人

7．奈良野迫川村１０万2,767円1,085人

8．沖縄渡嘉敷村１０万２１０円756人

資料出所：３－１－２表に同じ。

昭和55年度の沖縄県内市町村計の職員袷合計は，

401億円（全国合計の１４％)で，前年度比７．４％

増である。団体別内訳は，都市で258億円（対前

年度比７．１％増)，町村で143億円（同８．０％増）

となっている。それに対し，人口は１１２万8,707

人で前年度比0.9％増である。団体別内訳は，都

市で762,277人（0.8％増)，町村で366,430人

（1.1％増）となっている。その結果，１人当たり

職員絵は市町村計で３万5,529円(対前年度比6.5

したがって，１人当たり職員袷が10万円をこす

というのは，一部に例外はあるとはいえ，人口の

多寡と大きな関連があることは明らかであろう。

さらに，沖縄の場合に明らかなように，いずれも

離島町村であり，そのばあい，最低必要な行政サ

－２１７－
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昭和５５年度

順位 団体数 数値の範囲

昭和53年度
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1,873円，糸満市３万2,895円である。

第２に，町村計の評点は，前回の82点(平均1.9）

から，今回は91点(平均２．１)へとたかまり１人当

たり職員袷の状況は改善された。それは，主とし

て南部市町村の高い評点のためである。前回は，

評点５がわずかｌ団体であったが，今回は，南風

原町（２万円）に続いて西原町（２万５千円)，豊

見城村（２万６千円）の３団体を数えている。し

かしながらⅢ人口減少地域の北部，中部，離島の

各町村で評点１が多いのは前回同様でありその数

は21団体（県内市町村の４割）にものぼる。

こうして，県内市町村計の１人当たり職員袷の

評点が，全国比で悪くでるのは］当然というべき

であろう。

％増),都市計で３万31805円（同６．３％増)，町村

計で３万5,529円（同６．５％増）となった。人口1

人当たり職員袷の推移を３－９－２表に示した。５２

年度から56年度にかけての年平均増加率は，市町

村計で６．７％と全国比0.6ポイント低いが，内訳で
は都市計6.3％に対し，町村計7.2％となっている。

その結果，１人当たり職員袷の都市と町村間の格

差は，５２年度には都市計100に対し町村計112だ

ったが,昭和56年度には100対116と拡大した。

評点表から各市町村の相対的位置をみてみよう。

第１に，都市計の評点は，合計で前回の25点か

ら26点へとほとんど変化ない。平均で2.6と下位

に属する。

市部の上位は，浦添市３万153円，具志川市３

万194円，宜野湾市３万1,040円，那覇市３万

３－９－３表評点表

けられないが，それは財政運営に多大の影響を与

えるので職員数の状況から財政状況をみようとす

るものである（3.実質債務残高比率と同文献によ

る）。

３）スケール

人口千人当たり職員数の評点の境界値は，評点

５については，前回より若干増加したが，評点１

については，１７人から２人減少して15人となった。

対象に都市部が多く入っているせいであろう。

１０人口千人当たり職員数

1）算出方法

２）指標の意味

職員数については，人口千人当たりでみた場合，；

各団体の職員数の多寡についておおむねの比較が

行える。地方公共団体の職員数は，その行政内容

の相違等によって，多少の差異が生ずることは避

一２１８－
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今村・仲地・米醗：相対評価法による市町村財政の分析

人口千人当職員数（人） 口千人当たり職員数の格差は拡大した。

３－１０－２表人口千人当職員数（人）

資料出所：３－１－２表に同じ。

当該指標の推移を３－１０－２表に掲げた。５２年度

から，５６年度にかけての職員数の年平均増加率を

みると,都市計1.1％に対し,町村のそれは２倍以上

の2.7％となり，計では全国と同じ1.8％である。

他方，人口の年平均増加率は，都市計0.8影に

対し，町村計１．１％と都市計を０．３ポイント上回

った。だが，前にみたとおり，町村計の職員数の

伸びが都市計のそれをはるかに上回ったために，

千人当たり職員数でも，都市・町村間のひらきは

拡大する結果となった。

評点表からⅢ市町村の相対的位置を検討してみ

よう。

第１に，都市計の評点は，前回の32から今回３３

へとほとんどが変わらず，前回同様，全国の中位

に属する。都市部における評点の高い団体を列挙

してみると，

１．具志川市７．９２人（評点４）

２．邪綱市８．２７人（〃）

３．浦添市８４０人（〃）

４．宜野湾市８．７５人（〃）

第２に，町村計の評点は，前回の87点（平均

2.0）から，今回は90点（平均2.1）へと微増し

たが，前回同様，全国レベルの下位に属する。し

かもばらつきが多い。本島北部，先島・南部離島

の過疎化の進む町村において，全国最下位レベル

の評点ｌが多いことも前回と同様である。町村部

において，５３年度に比べて改善がなされた団体は

以下のとおりである。

読谷村３→４（８．４９人）

資料出所：地方財政白書各年度版

４）分折

（１）全国

３－１０－１表職員数の推移（全国）（単位：人）

全国市町村計の職員数は，５３年度78万9,195人

から81万7,397人へと３．６％，増加した。但し，

対前年度増加率は，年度を追う毎に低下し，５６年

度には１．０％にとどまっている。５２年度から56年

度にかけての年平均増加率は１．８％である。
（２）沖縄

昭和55年度の人口千人当たり職員数は，市町村

計では9.45人で前年度比０１人増となった。団体

別内訳をみると，都市8.32人（同0.04人増)，町

村1180人（ｑ２人増）となっている。５６年度で

は，市町村計で001人の減，団体別では，市部の

003人減，町村の0.03人増で，都市・町村間の人

－２１９－
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(1)「指標の意味」については，断わりのないかぎり，石

原信雄監修，横田光雄編集ｒ地方財政小辞典」（ぎよう

せい，昭和52年）に依拠した。四節財政運営の分析

における当該箇所の叙述も同様である。

(2)５３年度と55年度におけるスケール間の比較は，あく

まで参考程度にとどまっており，種々の理由で厳密な

比較とはなりえていない点に注意されたい。

(3)地方交付税交付金の財源調整機能についても，問題

がある。沖綱に適用された補助事業の補助率嵩上げ措

置にともなう市町村の裏負担の減少分を，基準財政需

要額算定のさいの事業単価切下げによって，全額では

ないにしても見合いにする措置がそれである。

(4)実質債務残高比率のスケールにおける最小値２．２％

は，愛知県，飛島村（人口4,692人）である。地方債現

在高3,705万円，債務負担行為額44万円，標準財政規

模16億9,906万円である。公(jH費比率0.】％と低い。

２位は，沖縄県渡名喜村の26.2％であり，飛鳥村の

突出振りが目立つ。これは，国勢調査の比較人口（５０

年から55年にかけての）が未描滅であることからも分

るように，同村が発足して間もない自治体であるため

に生じた結果であって一般化しえない数値であるとい

える。

(5)南風原町の実質債務残高比率が53年度から55年度に

かけて悪化したのは，過去の起債のつけが回ってきた

ことと55年度において「物件等の購入」（債務負担行

為額の内訳）が22億円生じたためである。地方債歳入

比率の推移をみても，５２年度の20.0％が目立つ。しか

し，５０年から55年にかけて人口増加率35.9％と沖縄県

１位の人口急増地帯であるために，起債による財源確

保は今後も行われるであろう。５６年度の地方債歳入比

率は27.2％となっている。憤務残高比率の悪化は，債

務負担行為額の増加による一時的なものから，地方償

残高増による恒常的なものに変化しつつある，といえ

よう。
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実質債務残高の推移裏（南風原町）（単位，千円）
区分

地方債現在高 債務負担行為額 計 M蛾rii歳入比卒倒年度

０
１
２
３
４
５
６

５
５
５
５
５
５
５

３６４，８０８

５４９，４４９

1,002,407

１１２０４，８０６

１，６５０，７２３

１，９１４，７０１

3,105,036

９，４０４

９６０３７２

１６３，２５４

１１５，５７９

．３７６，３９４

２，３５０，７９７

７８２，５５１

３７４，２１２

６４５，８２１

1,165,661

1820,385

2,027,117

４，２６５，４９８

３，８８７，５８７

５．７

１１．８

２０．０

９．６

１４．５

１０．２

２７．２

資料出所：県地方課「市町村決算状況調」各年度版より作成

(6)地方償許可制限比率とは，公債費比率の分子分母か

らつぎの金額をさし引いたものである。「普通交付税

の算定において事業費補正により基準財政需要額に算

入された公債費（普通会計に係るもののみ)｣。

四財政運営の分析

１経常収支比率（類団比較）

Ｉ）算出方法

４）分折

（１）全国

５３年度と55年度のスケールを比較すると，５５年

度は全体的に分布が中央に集中していることがう

かがえる。評点３の段階のみをとりあげてみても

53年度は10ポイントの幅があるが，５５年度は４．４

ポイントと半分以下に縮小している。これは経常

収支比率に関するかぎり各市町村の財政運営が平

準化する傾向にあることを示唆するものと思われ

る。それを裏付けるものとして４－１－１表をあげ

よう。経常収支比率の高い団体の減少傾向がある

と言えよう。

２）指標の意味

これは，財政現況の分析で述べた経常収支比率

を類似団騨'１(以下｢類団」と呼ぶ）と比較するも
のである。

類団との比較によって，当該団体の財政運営の

努力度を見ようとするものである。

３）スケール

4-1-1表経常収支比率の高い団体数の推移
（全国市町村）

鑑罵濡
資料出所：地方財政白書各年版の第１部

-２２１－

２

285
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３５６ |”’
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ｌ

＋15未満

当該団体の数値一類似団体の数値

評価
昭和５５年度

順位 団体数 数値の範囲

昭和53年度

数値の範囲
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１
１
ｍ 7１

－４２２

１
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-20未満

４

7２

Ｉ

1３８
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１

－１．０
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'
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２８４
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』
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■
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Ｉ
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51年 52年 53年 54年 55年 56年
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においてもあらわれている。すなわち，５３年度の

県下市町村の評点の平均は255であったのに対し，
55年度は2.66である。

（２）沖縄

沖縄県下市町村に関しても，現況面で述べたよ

うにⅢ改善の傾向にあり，それは類団比較の評点

４－１－２表評点表

3）スケール（影）２単年度収支比率

１）算出方法

２）指標の意味

単年度収支とは，当該年度の決算による実質収

支から前年度の実質収支を差し引いた額をいう。

実質収支は前年度以前からの収支の累積である。

したがって，そのなかには前年度の実質収支が赤

字にせよ黒字にせよ含まれていることになる。し

たがって当該年度だけの収支を把握しようとする

場合には，当該年度の実質収支から前年度の実質

収支を差し引いた収支をみる必要がある。これが

単年度収支である。

単年度収支比率とは，単年度収支が標準財政規

徴上おいてどのような割合を占めているかを見る
ことにより，当該年度における財政努力度をみよ

うとするものである。
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４）分析

（１）全国

単年度収支の全国市町村全体の推移は４－２－１

表の通りであるI:)55年度から赤字にかわっている。
単年度収支が意味することは’当該年度の実質的

な収支である。財政運営において毎年黒字を出す

必要は毛頭ないが，単年度収支が黒字であれば,

翌年度の歳出規模が拡大する。その拡大幅は，翌

年度の自然増収に黒字額の２倍相当額を加えた額

となり，歳出規模が相当伸長することになる。

スケールも単年度収支の悪化の状況を反映して

いる。

（２）沖縄

沖縄市町村も55年度から赤字となり（4-2-1表）

56年度は，全国市町村の全体で３千３百万の赤字

であるが，沖縄市町村だけで１億２百万の赤字と

なっている。沖縄県下市町村の財政運営の困難さ

を示している。

単年度収支の赤字団体の割合も，４－２－２表に

見るように，全国が43.2％であるのに対し，沖縄

は58.5％と高率である（56年度)。

相対評価も表点表に見るように，５５年度は都市

部・町村部とも低下している。今回調査団体中，

10位内に入ったのは，北大東（142％)，与那城

（13.8％），南大東（8.9％）の３村である。

４－２－２表単年度収支の赤字団体数

４－２－１表単年度収支の推移（単位：百万円）

資料出所：地方財政白書各年度版
市町村決算公共施設状況調（沖縄県
総務部地方課）各年度版

資料出所：地方財政白書各年度版第１部
市町村行財政概況（沖縄県総務部地
方課）各年度版

４－２－３表評点表
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３～５影を中心とし黒字額・赤字額の比率が

それぞれ大きくなるほど４．３．２．１と配点した。

順位は，黒字額の比率の高い方から順に付した

ものである。

４）分折

（１）全国

今回調査428団体の分布を見ると２割が「望ま

しい」とされる３～５％の範囲内に入っている。

全国市町村の平均値もその範囲内にあるが，近年

黒字額が減少しつつあることがわかる（４－３－１

表）。

実質収支が赤字となっている市町村は全国で３８

市町村，今回調査団体中には８市町村ある（55年

度)。

３実質収支比率

１）算出方法

２）指標の意味

実質収支とは，歳入歳出差引額（形式収支）か

ら翌年度へ繰り越すべき財源，すなかち継続費逓

次繰越，繰越明許費繰越，事故繰越，事業繰越，

支払繰延に伴い翌年度へ繰り越すべき財源を控除

した決算額をいう。

実質収支比率とは，標準財政規模に対する実質

収支額の割合をいう。実質収支額が黒字の場

合の比率は正数で，赤字の場合は負数で表わ

される。

実質収支が黒字の場合，その実質収支比率はど

の程度が望ましいかは一概に決しかねる面もある。

しかし，経験的にはおおむね標準財政規模の３－

５％程度が望ましいと考えられている。

３）スケール

４－３－１表実質収支比率の推移

資料出所：地方財政白書58年版

市町村行財政状況（沖縄県総務部

地方課）各年版

なお実質収支比率は，大都市（1.5％)，都市

（4.1％)’町村（6.1％）の順で高目になって

いる（55年度)。

（２）沖縄

県下市町村の実質収支比率は，望ましいとされ

る数値より高目であるが，５５年をピークにし，年

々５％に近づいてきつつあり（４－３－１表）運営

努力が見られると評価し得よう。

県下市町村の実質収支比率の分布状況は４－３－

２表の通りである。５５年度で実質収支比率が10％

を越えた市町村は,北大東村（17.6％)，嘉手納町

(13％),多良間村（13.3％)，中城村（１１５％)，読

谷村（10.9％)，北谷町（10.9形),東村（108％）

宜野座村（１０７％)，北中城村（10.5％)，恩納村

（１０．２％)，南大東村（10.1％）と１１町村の多数

にのぼり，運営努力が求められる。なお赤字団体

はない。

王

－２２４－

52年度 53年度 54年度 55年度 56年度

全国
市町村

4.1 ４５ 4.8 4.2 3.8

沖縄
市町村

6.4 6.8 7.6 5.8 5.5

評点
昭和５５年度

順位 団体数 数値の範囲

５

2１１

Ｉ

293

8９

％０
０

．
Ｉ
。

３
５

４

１７０～２０７

３１８～３００

１
５

４
２

6.1～５．１

2.6～２．９

３

上

下

１６５～１２７

347～２２５

１２３～８５

３７２～３５２

３
７

４
２

２
３

４
２

6.2～７．３

1.8～２．５

7.3～８．９

1.5～1７

２

８２～４３

398～３７５

２
５

４
２

9.2～11.6

０８～１．４

１

４１～１

428～４０１

２
９

４
２

11.7～４１．８

－７．７～0７
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４－３－２表実質収支比率の分布状況（56年度）

影未満 ～２９ ～4.9％ ～９．９％ ～149％ ～19.9％ ～24.9

１４（１４） １２（１２） ３（１６） ２(9)

匿蔓ﾋﾆ巨豈士|豊iil皇窒iLﾆﾖﾋﾟﾆEニヨニ厩要
０（10） ８（８） ２（９） （２） ６１（6.3）

資料出所：市町村行財政概況（沖縄県総務部地方課）第26集90頁。
注：（）は昭和55年度

4－３－３評点表

｛雛■
４人口１人当たり歳入額（類団比較）

１）算出方法

3）スケール

当該団体の数値一類似団体の数値

’
２）指標の意味

人口ｌ人当たりの歳入総額を類似団体と比較す

るものである。歳入総額が多いほど多くの事業や

行政サービスが可能となるのである。歳入総額を

増やすことは財源確保の努力の結果であり，この

面の努力を見るものである。

、

－２２５－

区分 O影未満 0～2.9影 3～4.9形 5～9.9影 １０～14.9影 15～19.9％ 20～24.9％ 25影以上 平均鰯）

市町村 1４（１４） 1２（１２） 2３（１６） ２(9) (2) １ 1 5.5（5.8）

都市 ４（４） ４（４） ２（２） 3.2(ａ５）

町村 1０（１０） ８（８） 2１（１４） ２（９） (2) １ １ 6.1（6.3）

市
町

年

村

度

那
覇
市

石
川
市

具
志
川
市

宜
野
湾
市

平
良
市

石
垣
市

浦
添
市

名
護
市

糸
満
市

沖
縄
市

都
市
計

国
頭
村

大
宜
味
村

東
村

今
帰
仁
村

本
部
町

恩
納
村

宜
野
湾
村

金
武
町

伊
江
村

与
那
城
村

勝
連
町

読
谷
村

嘉
手
納
町

北
谷
町

北
中
城
村

中
城
村

西
原
町

55年 ４ ５ １ ５ 3上 ４ ４ ５ １ ５ 3７ ５ ４ ２ 3上 ５ ２ ２ ３ ４ 3上 ２ ２ １ ２ ２ ２ ４

市
町

年

村

度

豊
見
城
村

東
風
平
町

具
志
頭
村

玉
城
村

知
念
村

佐
敷
町

与
那
覇
町

大
里
村

南
風
原
町

仲
里
村

具
志
川
村

渡
嘉
敷
村

座
間
味
村

粟
国
村

渡
名
喜
村

南
大
東
村

北
大
東
村

伊
平
屋
村

伊
是
名
村

城
辺
町

下
地
町

上
野
村

伊
良
部
町

多
良
間
村

竹
富
町

与
那
国
町

町
村
計

〈
ロ

計

55年 3上 ３ ５

５
． ４ ５ ５ 3上 3上 3上 3上 3上 ４ ４ ５ ２ １ １ 3上 ３ 3上 ４ 3上 １ ５ １ １３３ 170

評点
昭和５５年度

||頂位 団体数 数値の範囲

昭和53年度

数値の範囲

５

１
１
， 7１

768,853

Ｉ

53,910

20,000を
超える

４

7２

Ｉ

1４２

7１

53,872

Ｉ

2３，１５２

20,000以下
Ｉ

5,000を
超える

３

上

下

1４３

Ｉ

２１４

２１５

Ｉ

286

7２

7２

23,053

Ｉ

1，２９９

1．１４９

Ｉ

－１８，１９６

5,000以下

Ｉ

-5,000を
超える

２

287

Ｉ

357

7１

－１８，５５９

Ｉ

－４３，２７１ 二認膿
１

358

Ｉ

428

7１

－４３，８５７

Ｉ

-245,875
-20,000以下
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すると市町村間格差が広がっている。

試みに，今回調査428団体中で，人口１人当た

り歳入額の最高値と最低値をあげると，１６０万５

千円(愛知県富山村)と１２万５千円(愛知県江南市）

４）分折

（１）全国

歳入総額は，４－１－１表に見るように順調に推

移しているが，スケール表の53年と55年度を比較

４－４－１表歳入規模の推移

資料出所：地方財政白書各年度版

市町村行財政概況（沖縄県総務部地方課）各年度版

注９全ロ市町村は特別区を含み，一部事務組合は含まない。

ち，人口の多いほど割安になるということが，類

似団体指数表（昭和55年度決算）によっても明ら

かである（４－４－２表)。

である。大きな差があるが、人口１人当たり歳入

額は，人口数の少ない過疎地，離島では大きく，

逆に過密な都市部では小さくなっている。すなわ

４－４－２表類似団体別の歳入（人口１人当り）
UＩ－４１Ｚ２ＵＣ

F1

L｣｢ＤＪ｡［

３．７４t

ｌ］４ム

ｍｌｌＩＪ

、－０１５６Ｄ－Ｃ
Ｄｌ２２Ｈ

Fﾛ

-１１．

「可

ZＬｂＩｄ

【
Ｈ
］

r1

L｣

］－４１５４２．５３１１ ４１１６７５０２
４１１９３８３Ｃr１

ｕ

０１３８８５６４
｢）’１８３－３０８

、’1９８５７６

｢1

1」

gＩｑＺ

資料出所：類似団体別市町村財政指数表

（財団法人地方財務協会）

U－Ｃ 4（８１９〔

日
】

－２２６－

５
２
６
８
８
４
９
１
５
７
２
２
６
９
９

５
３
３
８
３
６
０
８
６
０
２
１
５
３
８

５
２
８
５
５
５
９
６
３
１
６
５
７
５
５

？
０
０
↑
０
０
０
９
０
ｐ
０
９
９
７
９

３
６
２
８
２
８
６
１
３
１
３
１
８
９
５

６
１
０
０
４
８
７
９
３
２
２
１
９
６
３

５
５
５
５
５
３
３
３
３
３
３
３
２
２
２

０
７
０

４
８
７

７
７
８

２
２
４

７
４
４

２
２
２

０
１
２
３
４
０
１
２
３
４
０
１
２
３
４
０
１
２

’
’
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一

０
０
０
０
０
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ

町
「

２
２
２
７
７
６
５
９
１
３
２
３
６
３
２

４
４
６
１
１
７
６
９
１
５
３
５
４
６
１

２
２
６
８
９
５
７
６
６
７
４
５
０
９
５

０
９
ｐ
９
１
？
９
７
ｊ
ｐ
７
９
０
９
＄

７
３
４
５
７
８
７
８
０
９
９
６
８
１
３

３
４
１
３
３
９
０
８
０
８
９
８
０
８
９

２
２
２
２
２
１
２
１
２
１
１
１
２
１
１

‐

０
１
２
３
４
０
１
２
３
４
５
２
３
４
５

一
一
｜
’
｜
’
’
’
一
一
一
一
一
一
一

０
０
０
０
０
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
．

都
Ｉ

5２年度 5３年度 5４年度 5５年度 5６年度

全国

市町村

16,975,568

(１００）

19,754,119

(116.4）

21,926,747

(129.2）

24,103,942

(142.0）

251765,700

(151.8）

沖縄

市町村

154,687

(100）

186,708

(１２０７）

219,711

(142.0）

242,215

(156.6）

268,695

(173.7）

歳
入
合
計

歳
入
合
計
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ぱならないだろう｡評鮴以下の通りである。
４－４－３表県内市町村の歳入状況の推移

（伸び率と構成比）

（２）沖縄

人口１人当たり歳入総額が多いのはⅢ北大東村

（１１９万)，渡嘉敷村（110万)，座間味村（９６

万），伊是名村（９２万)，伊平屋村（88万）等の

いずれも離島村であり，以上の５村は，今回調査

428団体中の上位10団体に入る。

沖縄県内市町村の歳入額の伸び率は４－４－１表

に見られるように全国を上回っている。５３から55年

度にかけても，全国の伸び率1.22に対し，沖縄は

1.30である。類団比較の評点もこれを反映して向

上している（４－４－４表)。しかし，類団以上の

数値を出している団体（すなわち類似団体以上の

歳入額のある団体）はなお28市町村であり，残り

23団体は類似団体以下でしかない。評点の平均も

3.04であり，沖縄県内市町村は55年度になりよう

やく類似団体並となったのである。しかし，内容

面から検討すると地方債の伸び率が大きく，地方

債の増加によって歳入の確保がはかられている

（４－４－３表)。行政に対する積極的姿勢は評価

できるが，財政運営については今後慎重であられ

資料出所：市町村決算公共施設状況調（沖縄

県総務部地方課）各年度版

４－４－４表評．点表

５扶助費対前年度増加率

１）算出方法

２）指標の意味

扶助費とは，地方公共団体が各種の法令，すな

わち生活保護法，児童福祉法，老人福祉法等に基

づき被扶助者に対して支給する費用，及び地方公

共団体が単独で行っている各種扶助の支出額をい

う。

今年度の扶助費一前年度の扶助費
×１００彫）

前年度の扶助費

－２２７－

52年度 53年度 54年度 55年度 56年度

地方税
1００

(14.8）

111.8

(13.8）

127.1

(13.3）

145.8

(13.8）

169.9

(14.5）

地方

交付税

1００

(256）

123.8

(26.3）

136.5

(24.6）

150.7

(24.7）

161.5

(23.8）

国庫

支出金

1００

(29`4）

125.3

(30.5）

１

０
６

８
０
４
３

１
Ｉ

158.6

(29.7）

175.9

(29.7〉

地方債
1００

（8.9）

127.1

（9,4）

1６８５

(10.6）

182.9

(104）

204.5

(10.5）

歳入．

合計

1００

(１００）

120.7

(100）

142.0

(１００）

156.6

(１００）

173.7

(１００）

那
鯛
市

石
川
市

具
志
川
市

宜
野
湾
市

平
良
市

石
垣
市

浦
添
市

名
謹
市

糸
満
市

沖
縄
市

都
市
計

国
頭
村

大
宜
味
村

東
村

今
帰
仁
村

本
部
町

恩
納
村

宜
野
座
村

金
武
町

伊
江
村

与
那
城
村

勝
連
町

読
谷
村

嘉
手
納
町

北
谷
町

北
中
城
村

中
城
村

西
原
町

53年 ４ １ １ １ ２ １ 1 ４ 1 ２ 1８ ５ ２ ５ 1 ２ ５ ５ ５ 1 ３ １ ２ ５ ５ １ １ ２

55年 3上 ２ ２ ２ ３ ３ ３ ４ 3上 3上 2８ ４ ３ 3上 ２ ４ ５ ５ ５ 1 ３ １ ３ ５ ４ １ ２ ２

豊
見
城
村

東
風
平
町

具
志
頭
村

玉
城
村

知
念
村

佐
敷
町

与
那
原
町

大
里
村

南
風
原
町

仲
里
村

具
志
川
村

渡
嘉
敷
村

座
間
味
村

粟
国
村

渡
名
喜
村

南
大
東
村

北
大
東
村

伊
平
屋
村

伊
是
名
村

城
辺
町

下
地
町

上
野
村

伊
良
部
町

多
良
間
村

竹
富
町

与
那
国
町

町
村
計

〈ロ
計

53年 ２ 1 1 ２ ２ １ ２ １ １ １ １ ５ ５ ５ ５ ５ ５ １ １ ５ １ ５ ４ ５ ４ ５ 120 138

55年 3上 ２ １ 3上 3上 １ １ １ ２ 3上 Ｉ ５ ５ １ ５ ５ ５ ５ ５ ５ １ １ ５ １ ５ ５ 133 161
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４－５－２表扶助費対前年度増加率扶助費は，人件費，公債費とともに義務的経費

に属し，任意に削減，圧縮できない経費であり，

これらの経費は少ない方が財政を弾力的に運営で

きることになる。市町村は，扶助費の増加には適

切な配慮を払わねばならず，その対前年度増加率

を見ることによって財政運営の努力度を見るもの

である(５） 資料出所？４－５－１表に同じ

3）スケ ﾉレ
扶助費が歳出総額に占める割合はこの数年ほと

んど一定している（４－５－１表)。

沖縄県下市町村の扶助費は，構成費・増加率と

もに全国を上回っている（４－５－１表，４－５－２

表)。沖縄の生活保護率の高』勤ら当然の帰結で
あり，やむを得ない面があるが，所得の審査や給

付は適正か等点検も必要となろう｡今回調査団体中，

増加率の著しい10団体中，６団体が県内の市町村

である。読谷41％，宜野座39.7％，渡嘉敷384％，

渡名喜35.1％，玉城28.7％，国頭２４.畷。留意し

なければならないことは，これら急増団体の扶助

費が，歳出に占める割合において必らずしも高い

わけではないことである。評点から見て，都市部

において努力の跡が見えるが全体としては，５３年

度とほとんど変っていないV）

序
。

〒■

４）分析

（１）全国・沖縄

４－５－１表歳出総額に占める扶助費の構成比陶

資料出所：地方財政白書各年度版
市町村行財政概況（沖縄県総務部

地方課）各年度版

－２２８－

52年度 53年度 54年度 55年度 56年度

全国
市町村

15.3 1５．９ 1０．９ 8.8 8.5

沖縄

市町村
1８．５ 1９．５ 1５．８ 1１．１ 1２．５

評点
昭和５５年度

I1lii位 団体数 数値の範囲

昭和53年度

数値の範囲

５

ｌ
ｌ
ｎ 7１

-58.03

Ｉ

3．５９

４未満

４

7２

Ｉ

1４２

7１

3．６４

Ｉ

5．９５

４以上

Ｉ

８未満

３

上

下

1４３

Ｉ

214

215

Ｉ

286

7２

7２

5．９７

Ｉ

8.02

8．０３

Ｉ

1０．２８

８以上

Ｉ

１２未満

２

287

Ｉ

357

7１

lｑ３０

（

1２．９７

１２以上

１

１６未満

１

358

Ｉ

428

7１

13.00

Ｉ

14.19

１６以上

52年度 53年度 54年度 55年度 56年度

全国

市町村
1０．８ 1０．８ 1０．８ 1０．６ 10.8

沖縄
市町村

1１．８ 1１．８ 1１．６ 117 1１．８
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４－５－３表評点表

鱸iiihiiiiii
６物件費対前年度増加率

１）算出方法

３１１８未漏

今年度の物件費一前年度の物件費
×１００（形）

前年度の物件費

２）指標の意味

物件費とは，人件費，維持補修費，扶助費，補

助費等以外の地方公共団体が支出する消費的性質

の経費の総称である。

現在，物件費に含まれるものは，賃金，旅費，

交際費，需要費，役務費，備品購入費，報償費，

委託料，使用料及び賃借料，原材料費等である。

物件費は任意的経費であり，当該市町村の意思

によって削減できるものである。物件費は，毎年

度確保されねばならない一定の額があるのは当然

であり，物価の上昇等により年々増加の傾向にあ

るのもやむを得ないが，できるだけ節減の努力を

するべきであり，対前年度増加率を見ることによ

って財政運営の努力度を見ようとするものである。

３）スケール

４）分析

（１）全国・沖縄

４－６－１表物件費対前年度増加率の推移

昭和53年度

順位団体数数伯範囲数佶範囲 資料出所：地方財政白書各年度版

市町村行財政概況（沖縄県地方課）
各年度版

－２２９－

４ lji卯’
６２１

Ｉ

1１．２８

４以上

８

ｌ

未 満

那
網
市

石
川
市

具
志
川
市

宜
野
湾
市

平
良
市

石
垣
市

浦
添
市

名
護
市

糸
満
市

沖
縄
市

都
市
計

国
頭
村

大
宜
味
村

東
村

今
帰
仁
村

本
部
町

恩
納
村

宜
野
座
村

金
武
町

伊
江
村

与
那
城
村

勝
連
町

読
谷
村

嘉
手
納
町

北
谷
町

北
中
城
村

中
城
村

西
原
町

53年 １ ２ １ 1 ２ ５ １ １ ２ １ 1７ ５ ３ ３ １ ３ ５ ４ ４ ５ ４ ５ ４ ５ １ ５ ４ ４

55年 ２ １ １ ５ ４ ５ １ ３ ２ ２ 2７ １ ５ ５ ４ ３ ５ １ ５ ３ ５ ４ １ ４ ３ 3上 ３ ３

豊
見
城
村

東
風
平
町

具
志
頭
村

玉
城
村

知
念
村

佐
敷
町

与
那
原
町

大
里
村

南
風
原
町

仲
里
村

具
志
川
村

渡
嘉
敷
村

座
間
味
村

粟
国
村

渡
名
喜
村

南
大
東
村

北
大
東
村

伊
平
屋
村

伊
是
名
村

城
辺
町

下
地
町

上
野
村

伊
良
部
町

多
良
間
村

竹
富
町

与
那
国
町

町
村
計

〈
ロ

計

53年 １ ４ ５ １ ４ １ ３ ４ １ ５ ４ ５ １ １ １ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ４ ４ ５ １ ３ 145 162

55年 １ １ １ １ 〔u二 ２ ４ 3上 １ ３ １ １ ５ ５ １ ５ ５ 3上 ５ ５ ５ ５ ４ ３ 3上 3上 137 164

52年度 53年度 54年度 55年度 56年度

全国
市町村

15.3 1２．７ 14.0 1５．７ 9.2

沖縄
市町村

1１．２ 1２．７ 14.1 13.6 9.6

評点
昭和５５年度

順位 団体数 数値の範囲

昭和53年度

数値の範囲

５

１
１
ｍ 7１

－１６．７０

Ｉ

6．１０

４未満

３

上

下

1４３

Ｉ

214

215

Ｉ

286

7２

7２

11.29

Ｉ

15.44

15.46

Ｉ

20.11

８以上

Ｉ

１２未満

２

287

Ｉ

357

7１

20.16

Ｉ

27.92

１２以上

'

１６未満

１

358

Ｉ

428

7１

27.98

Ｉ

１２５．９９

１６以上
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４－６－２表歳出総額における物件費の割合なわち，全なわち，全国市町村は歳出の伸び以上に物件費を

伸ばした（10ポイント）のに対し，沖縄は，歳出
の伸びを14.2ポイント下回っている。その結果，

歳出総額に占める物件費の割合も低下傾向にある
（４－６－２表の沖縄市町村)。しかし，これは，

歳出総額が急速に伸びたからに他ならず，歳出総

額に占める物件費の割合はなお高めである。

物件費は，個別市町村が置かれている地理的状

況や物価により影響を受けるもので，県全体が本

土から離れた離島県であるということが，物件費

を高目にする－つの理由だと思われる。

５５年度の対前年度増加率は，全国平均より2.1

ポイントも下回っている。その結果，評点も53年

度に比し好成績となっている。

資料出所：４－６－１表に同じ

物件費対前年度増加率の推移は４－６－１表の通

りである。これを，５２年度を１００とした56年度の

数値は，全国１６２２であるのに対し，沖縄は，

159.3である。その間歳出合計は，５２年度を１００

として，全国が152.2，沖縄は１７３．５である。す

４－６－３表評点表

７普通建設事業費比率 具体的には，道路，橋りょう，河川等の公共土

ｌ）算出方法 木関係施設，消防施設，学校等文教施設，治山治

E霊三鱒繍鱗
普通建設事業費は，地域社会の発展のためには，

２）指標の意味 もっとも積極的で効果的な事業であり災害復旧事

普通建設事業費は，道路，橋りょう，学校等公業費，失業対策事業費と合わせて投資的経費と呼
共用又は公用施設の新増設等の建設事業に要するばれている。

投資的経費である。 国が直接行なう公共投資は基幹整備的なものが

普通建設事業費
×１００（影）

歳出総額

52年度 53年度 54年度 55年度 56年度

全国
市町村

8.3 ８０ 8.2 8.6 8.8

沖縄

市町村
9.8 9.2 ８９ 9.2 9.0

那
覇
市

石
川
市

具
志
川
市

宜
野
湾
市

平
良
市

石
垣
市

浦
添
市

名
護
市

糸
満
市

沖
縄
市

都
市
計

国
頭
村

大
宜
味
村

東
村

今
帰
仁
村

本
部
町

恩
納
村

宜
野
座
村

金
武
町

伊
江
村

与
那
城
村

勝
連
町

読
谷
村

嘉
手
納
町

北
谷
町

北
中
城
村

中
城
村

西
原
町

53年 ４ ２ ４ ２ ５ ４ ２ ２ １ １ 2７ I 1 ２ １ ３ １ １ ４ ４ ５ ５ ３ １ 1 ５ ３ １

55年 3上 ４ ５ １ ４ ５ ４ ５ ４ １ 3６ ４ ５ ２ ２ ４ １ 3上 ３ ４ ３ ５ 3上 ５ ２ ３ ４ 3-上

豊
見
城
村

東
風
平
町

具
志
頭
村

玉
城
村

知
念
村

佐
敷
町

与
那
原
町

大
里
村

南
風
原
町

仲

里

村

具
志
川
村

渡
嘉
敷
村

座
間
味
村

粟
国
村

渡
名
喜
村

南
大
東
村

北
大
東
村

伊
平
屋
村

伊
是
名
村

城
辺
町

下
地
町

上
野
村

伊
良
部
町

多
良
間
村

竹
富
町

与
那
国
町

町
村
計

合
計

53年 １ 1 1 ３ ３ １ 1 ４ １ ３ １ ３ ３ １ ３ ２ 1 ２ ５ 1 ３ ５ １ ２ ５ １ 100 127

55年 3上 ５ ５ ５ ４ ５ 3上 ４ ４ ５ I I 3上 １ ２ ２ ３ ５ ４ ５ 1 １ ２ ２ 3上 ５ 140 176
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中心であるのに対し，市町村が行なうのは住民の

生活に直接役立つのが多くその重要性は高い。社

会資本の整備の水準の向上には，普通建設事業費

の増加が必要であり，その面での努力度を見よう
とするものである。

３．８影の増加にとどまったが，これは，主として

補助事業費がほとんど増加しなかった（0.8％増）

ためであり，国の財政機危のあおりをまともに受
けている（４－７－２表)。

４－７－２表普通建設事業費対前年度増加率
3）スケール礎）

資料出所：４－７－１表に同じ

（２）沖縄

４－７－２表にみるように，増加率は全国市町村

を一貫して上回っており，５６年度もなお，かなり

の高率を保っている。普通建設事業費が歳出総額

に占る割合も40％台と高く（４－７－１表）県内市

町村の建設事業に対する熱意がきわめて高いこと

がわかる。

今回調査団体428団体で評点５に入る団体71団

体中24団体を沖縄県内の市町村が占めている。ス

ケールの評点境界値が53年に比してかなり高い理

由の一つは，沖縄市町村が底上げをしたためであ

る。

沖縄県内市町村の普通建設事業比の構成が高い

理由は，戦後沖縄の事情によって遅れてしまった

社会資本の整備を急いでいることによろう。また，

高率補助による国庫支出金がこの分野に多く，こ

れが結果的に普通建設事業費比率を高める作用を

果している。

４）分折

（１）全国

普通建設事業費の推移は53年をピークに減少傾

向にある（４－７－１表)。対前年度増加率も53年

をピークに大きく減少した。５６年度はわずかに

4-7-1表歳出総額に占める普通建設事業費の，
割合

資料出所：地方財政白書各年度版

市町村行財政概況（沖縄県総務部
地方課）各年度版

－２３１－

52年度 53年度 54年度 55年度 56年度

全国
市町村

2２４ 25.1 8.5 7.3 3.8

沖縄

市町村
27.3 30.7 25.0 8.5 1３．４

評点
昭和５５年度

'1頂位 団体数 数値の範囲

昭和53年度

数値の範囲

５

１
１
， 7１

71.77

Ｉ

47.66

４０以上

４

7２

Ｉ

1４２

7１

４
０

６
４

●
■
ロ
ロ
、
●

７
２

４
４

４０未満

３５以上

３

上

下

1４３

Ｉ

214

215

Ｉ

286

7２

7２

42.36

Ｉ

38.65

38.56

Ｉ

33.81

３５未満

３０以上

２

287

Ｉ

357

7１

０
６

８
３

●
■
■
■
■
●

３
９

３
２

３０未満

２０以上

１

358

Ｉ

428

7１

29.35

Ｉ

1２．８７

２０未満

52年度 53年度 54年度 55年度 56年度

全国
区町村

32.8 35.3 34.6 33.7 32.6

沖縄

市町村
37.2 ４０．６ 43.0 42.4 43.1
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４－７－３表評点表

3）スケール彫）８単独事業畳比率

１）算出方法

普通建設事業費のうち単独事業費
×100（％）

歳出総額

２）指標の意味

地方公共団体が国家補助を受けないで，全額自

己負担で自主的に施行している事業を単独事業と

いい，これに要する経費を単独事業費という。こ

れは決算の性質別分類において，補助事業費に対

応する用語であって，普通建設事業，災害復旧事

業，失業対策事業の各事業にそれぞれ補助事業，

単独事業がある。

単独事業費の割合が多いということは，住民の

要求に応じた自治体独自の行政が多いことを示し

ている。ここでは，普通建設事業費のうちの単独

事業費が，歳出総額において占める割合によって，

自治運営上の努力度を見ようとするものである。

－２３２－

那
覇
市

石
川
市

具
志
川
市

宜
野
湾
市

平
良
市

石
垣
市

浦
添
市

名
護
市

糸
満
市

沖
縄
市

都
市
計

国
頭
村

大
宜
味
村

東
村

今
帰
仁
村

本
部
町

恩
納
村

宜
野
座
村

金
武
町

伊
江
村

与
那
城
村

勝
連
町

読
谷
村

嘉
手
納
町

北
谷
町

北
中
城
村

中
城
村

西
原
町

53年 ５ ４ ４ ５ ４ ４ ４ ３ ３ ３ 3９ ５ ５ ４ ２ ３ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ３ ２ ５

55年 3上 ３ ４ ３ 3上 3上 3上 ４ １ 3上 3０ ５ ４ 3上 ２ 3上 ５ ５ ５ ５ １ ４ 3上 ５ ５ ２ 3上 ４

豊
見
城
村

東
風
平
村

具
志
頭
村

玉
城
村

知
念
村

佐
敷
町

与
那
原
町

大
里
村

南
風
原
町

仲
里
村

具
志
川
村

渡
嘉
敷
村

座
間
味
村

粟
国
村

渡
名
喜
村

南
大
東
村

北
大
東
村

伊
平
屋
村

伊
是
名
村

城
辺
町

下
地
町

上
野
村

伊
良
部
町

多
良
間
村

竹
富
町

与
那
国
町

町
村
計

〈
ロ

計

53年 ５ ５ ３ ５ ５ ２ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ３ ５ ５ ５ ３ ４ ５ ５ ５ ５ ３ ５ 192 231

55年 ４ ５ ４ ５ ５ ２ ３ ５ 3上 ５ ４ ５ ５ ２ ２ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ２ ５ ５ 175 205

評点
昭和５５年度

順位 団体数 数値の範囲

昭和53年度

数値の範囲

５

１
１
打 7１

59.07(%）

Ｉ

２２．１１

２０以上

４

7２

Ｉ

１４２

7１

１
９

８
１
６

１
６

２
１

２０未満

１

１６以上

３

上

下

1４３

Ｉ

214

215

Ｉ

286

7２

7２

1６．６２

Ｉ

1３．９７

13.96

Ｉ

11.72

１６未満

Ｉ

１０以上

２

287

Ｉ

357

7１

lＬ６９

Ｉ

9．２９

１０未満

Ｉ

６以上

1

358

Ｉ

428

7１

犯
拠

の
■
■
■
且
●

９
１ ６以下
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４）分折

（１）全国・沖縄

４－８－１表歳入総額に占める普通建設事業費の

単独事業費分の割合

多いことを示しており，すなわち，市町村独自の
施策が少ないことを意味している。他面で補助事

業が多いことは一般財源を有効に使用していると

も言える。沖縄振興開発特別措置法に基づく高率

補助がおこなわれるかぎり単独事業費の比率が低

いことは実際上やむを得ないであろう。しかし’

道路補装や校舎の整備がかなり進んだ今日では，

しだいに単独事業が多くなると予想される。

今回調査428団体中評点１の段階すなわち単独

事業費の比率の低い市町村71団体中，３１団体が沖

縄県内市町村であり，特に423位から428位まで

次のようにすべて県下市町村である。東村3.8影，

上野村3.4％，平良市３．１％，中城村2.7％，与

那城村1.9％，渡名喜村1.8％・

評点表を見ると，５３年と同様55年も市部が特に
単独事業が少ない。

資料出所：地方財政白書各年度版

市町村決算公共施設状況調

（沖縄県総務部地方課）各年度版

４－８－１表に見るように，沖縄の単独事業費は

全国平均の半分前後である。これは,､補助事業が

４－８－２表評点表

９福祉的経費比率

ｌ）算出方法

水産業費，商工費，土木費，警察費，消防費，教

育費等に分類することを経費の目的別分類という。

これは予算および決算における款，項の区分を基

準とした分類である。

民生費は社会福祉行政に要する経費であり，老

人福祉や生活保護等に使用される。労働費は労働

行政の推進に要する経費であり，失業対策，職業

民生費＋衛生費十労働費
×１００（影）

歳出総額

２）指標の意味行政の推進に要する経費であり，失業対策，職業

地方公共団体の経費を，その行政目的によって訓練等に使用される。衛生費は保健衛生行政に要

議会費，総務費，民生費，衛生費，労働費，農林する経費であり，結核対策，清掃等に使用され

－２３３－

52年度 53年度 54年度 55年度 56年度

全国

市町村
1５．４ 1６．３ 1５．９ 1５．３ 15.1

沖縄

市町村
7.8 7.5 8.5 8.0 8.4
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53年 1 １ ３ I ２ ２ ２ １ ３ ２ 1８ Ｉ ３ １ I ２ １ １ ３ ２ １ １ ２ ２ ３ ３ １ ５

55年 I １ １ １ １ １ １ ３ ２ １ 1３ １ １ Ｉ １ ４ １ ２ I １ １ １ １ 3上 ３ ２ １ ２
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町
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計
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計

53年 ２ ３ 1 ２ ２ ２ ５ ２ ３ １ ３ ２ ３ ２ １ １ ２ １ ２ ２ ３ １ ３ ４ １ ３ 9０ 108

55年 ］ １ １ ２ ３ １ ２ １ ３ ２ ３ ２ １ ４ 1 ２ ２ ３ １ １ ２ １ ４ １ １ 3上 7６ 8９
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評点は，市部平均，町村部平均であるが，市部

が良いのは，前述したように生活保護の支弁があ

るからである。

る。

民生費，衛生費，労働費を福祉的経費とよぶこ

とができ，これらの行政分野にどの程度の力を入

れたかを見ようとするものである(『)(8)

４－９－１表目的別歳出の構成比(％）（55年度）
3）スケール（影）

資料出所’地方財政白書57年版
市町村行財政概況(沖縄県地方課）
５７年

４－９－２表５１年を１００とした指数の比較

４）分折

（１）全国・沖縄

市町村の歳出のおよそ４分の1がこの分野に

支出されており（４－９－１表)，市町村行政の重

要な分野であることが明らかである。

福祉的経費の中で大きな比重を占める民生費は，

都市部と町村部で大きな差がある。これは市(お

よび福祉事務所を設置する町村）は，保護費等を

支弁しなければならないからである（生活保護法

75条，１９条)。

福祉的経費の伸び率（51年→56年）について，

全国に比較して沖縄の特徴は，衛生費の伸びが高

く，労働費の伸びが低いことである(４－９－２表)。

歳出総額に占る構成比から見ると，特に市部の労

働費が低い（４－９－１表)。失業率が，全国平均

の2～3倍であ坐けに,一考が求められよう。

資料出所：地方財政白書各年度版
市町村行財政概況(沖縄県総務部
地方課）各年版

－２３４－

民生費 衛生費 労働費 計

全国市町村 1６．７ 7.8 0.9 25.4

沖縄市町村 1７．２ 6.1 0.8 24.1

沖縄・都市 ２１．５ 7.2 0.5 292

沖縄・町村 1０．８ 4.4 1.2 16.4

評点
昭和５５年度

１１１周位 団体数 数値の範囲

５

１
１
， 7２

46.8(%）

Ｉ

2７．４

４

7３

’
、

1４０

7１

27.2

Ｉ

23.0

３

上

下

1４４

Ｉ

214

216

Ｉ

284

7２

7２

22.9

Ｉ

1９．７

1９．６

Ｉ

16.8

２

288

Ｉ

356

7２

1６．７

Ｉ

1２．５

１

360

Ｉ

428

6９

1２３

Ｉ

1.8

全国市町村 沖縄市町村

５１年 ５６年 ５１年 ５６年

民生費 1００ 1６６ 1００ 192.2

衛生費 1００ 1５６ 1００ 200

労働費 1００ 149 1００ 139

歳出合計 1００ 1７０ 100 206
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４－９－３表評点表

【１１洞燕|瀝皿|iｉｉ扉
４５４４１２２３

与大南仲具彼座

大

頭合 川敬味喜束

度村町村材村町町村町村材村村村村材

５ ３Ｌ２２１１３３｣－１

１０人ロ１人当たり職員蛤（類団比較）

１）算出方法

５３年度においては事業費支弁職員袷を含み，５５

年においては含んでいない。

４）分折

（１）全国・沖縄

５５年度のスケールを53年と比較すると，団体間

の格差が縮小していることを示していると思われ

る。

人口１人当たりで沖縄県内市町村の職員袷は高

く，今回調査団体の評点１段階の71団体中21団体

が県内市町村である。

評点平均は市部で2.8であるから，ほぼ類団並

で，南部町村が類団を上回り１人当たり職員袷

が安く，北部，離島は類団を下回っている。離島

を多くかかえる沖縄ではこの指標は低く現われる

のは当然である。なぜなら，狭域で人口の少ない

離島でも，行政水準を確保するためには一定の人

員を必要とするからである！

当該団体の数値一類似団体の数値

２）指標の意味

現況指標で述べた職員袷を，類似団体と比較す

ることによって，経営合理化の努力度を見ようと

するものである。

3）スケール（円）

団体数 数値

－２３５－

那
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55年 ５ ４ ４ ４ ５ 3上 3上 ４ ５ ４ 4１ ２ ２ 3上 ３ ３ １ １ ２ １ 3上 ３ 3-上 ２ 3上 3上 ３ ２
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計

55年 ４ ３ 3上 ２ 3上 ４ 3上 ２ 3上 ２ ２ １ １ ３ 3上 １ １ 1 1 ２ 1 １ ２ ２ １ １ 9３ 134

評点
昭和５５年度

順位 団体数 数値の範囲

昭和53年度

数値の範囲

５

１
１
打 7１

-27263(円）

Ｉ

－５７６４

-10000未満

４

7２

Ｉ

1４２

7１

－５７６０

１

－１８４５

-10p00以上
1

-5,000未満

３

上

下

1４３

１

２１４

２１５

１

２８６

7２

7２

－１８３８

Ｉ

6４７

653

Ｉ

3345

－５，０００以上

Ｉ

＋5,000未満

２

2８７

１

３５７

7１

3３６１

１

８０４６

＋５，０００以上
ｌ

＋IOD００未満

１

358

１

４２８

7１

8１０８

Ｉ

88034

l0pOO以上
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４－１０－１表評点表

注

(1)類似団体とは，市町村を態様が類似している団体ご

とに類型化したものである。類型は，「市町村の態様

を決定する要素のうちで最もその度合が強く，しかも

容易，かつ，客観的には握できるｒ人口」と『産業櫛

造』により設定」する。５５年度については，以下のよ

うに都市27類型町村38類型が設定されている。詳しく

は自治省財政局指導課編「類似団体別市町村財政指数

表」（財団法人地方財務協会）を参照せよ。
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53年 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ２ ３ ３ 2９ １ １ ２ ２ 1 １ １ １ ３ ２ ３ ３ １ ２ ３ ３ ３

55年 ３ ３ 3上 ３ ３ ２ 3上 ２ ３ 3上 2８ １ １ 1 1 １ 1 １ １ ２ １ 3-上 ２ １ ２ ２ ２ ４
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計

53年 ３ ３ ３ ３ ４ ４ ５ ４ ４ ３ ３ 1 １ ２ １ ３ １ 1 ２ ２ １ ３ １ １ １ １ 9４ 123

55年 ３ ４ ４ ３ ３ ４ ４ ５ ５ ２ ４ １ １ １ 1 １ １ １ ２ ２ １ 3上 １ ３ １ １ 8９ 117

n次．、次90％以上

、次60％以上 ｍ次60％未潤

５ ４

ｎ次，１，次70％以上90％未満

1,次50％以上 Ⅲ次50％未満

３ ２

Ⅱ次，Ⅲ次70％未満

、次40％以上 Ⅲ次40％未満

1 0

計

35,000人未満 0 1（１） 7（８） 18（１８） 35（３８） 25（２６） 24（２５） 110(116）

35,000-55,000

人以上人未満
Ｉ 8（９） 32（３６） 43（４５） 71（７６） 16（16） 13（13） 183(195）

550000-80,000 、 17（１９） 32（３７） 22（２３） 33（３７） 1（１） 105(117）

8０ 000～130,000 、 9（９） 27（３８） 19（１９） 14（１６） 69（Ｂ２）

130 OOO-2307OOO Ⅳ １５（１８） 29（３３） 7（７） ]（２） 52（６０）

230 000～430,000 Ｖ 25（２６〕 16（２１） 6（６） 1（１） 48（５４）

430 000人以上 VＩ 6（６） 5（６） 11（１２）

計 81（８８） 148(179） 115(118） 155(170） 42（４３） 37（３８） 578(636）
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町村

里】の都 Ｆ１･の致宇は選定団体数．（）内は該当団佐懇

②人口及び産業栂造は昭和50年国勢鯛盗によった。

③市町村数は昭和56年３月31日現在によった。
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実という面から見る場合は，自ら評価基準が異なる。

福祉政策を重視する市町村においては，扶助費が伸び

るのは当然であり好ましいことになる。その場合は，

給付が適正・公平に行われているかが問題となるのみ

であり，扶助費の対前年度伸び率が大きいことを持っ

て良いとすることになる。ここでは，財政の弾力性の

確保という運営上の評点付けがなされている。

(6)人口千人につき保謹率は沖縄28.5％に対し全国平均

は12.2％で，実に２倍以上である(r主要指標の動向と

全国・県比較』沖縄県企画調整部昭和58年３月50頁)。

(7)運営面を特に弾力性の確保という面から構成し評価

する立場をとれば，福祉的経費比率を運営指標とする

のは適切ではないことになる。

(8)福祉的経費は，個々の市町村の地理的社会的状況に

より強い影響を受ける経費であり，_率に歳出総額に

対する比率で評価するのは問題なしとしない。

(9)昭和55年10月１日時の失業率，沖縄7.7％，全国平

均2.5％(｢主要指標の動向と全国・県比較」沖縄県企

画調整部19頁)。

(１０試みに，人口千人当たり職員数の類団比較を行って

みると次の通りとなる。

(3)全国市町村には，特別区・一部事務組合を含む。な

お，４－２－２表では含まない。

(4)５３年度と55年度で極端に評点が変っている市町村が

ある（粟国１→５，伊是名１→５，上野５→１，多良

間５→１)。

いずれも歳出規模の小さい離島村であり，特定の年

度に国庫補助金もしくは地方債の大幅な増加があった

ためである。

(5)扶助費は，生活困窮者・児童・心身障害者等の社会

的・経済的弱者を援助する経費であり，福祉行政の充

－２３７－

(注）①都市及び市町村とも（）外の数字は選定団体数、（）内は該当団体数を示す。

Ⅱ次，１１】次

８０％以上

４

１１次，Ⅱ1次

70％以上80％未満

３

１１次，Ⅲ次

60％以上70％未満

２

11次，１１【次

50％以上60％未満

１

ｎ次．、1次

５０％未満

0

計

3,500人未潤 0 31（３６） 24（２５） 39（５２） 60（６８） 76（８６） 230（267）

3,500～5,500

人以上人未満
Ｉ 14（１７） 46（５０） 77（８４） 67（７８） 109（118） 313（347）

５ 500～８ 000 I】 47（６２） 72（８０） 127（144） 119（131） 140（150） 505（567）
８ 000～１３ 000 、 110（123） 138（152） 157（174） 130（150） 136（142） 671（７４１）

１３ 000～１８ 000 Ⅳ 87（９８） 62（７１） 71（７８） 63（６７） 31（３７） 314（３５】）
1８ 000～２３ 000 Ｖ 46（５５） 44（４８） 46（４９） 26（２８） 13（１３） 175（193）
2３ 000～２８ 000 Ⅵ 43（５０） 19（１９） 15（16） 4（４） 5（６） 86（９５）
2８ 000～３５ 000 Ⅶ 19（２４〉 7（８） 2（３） 2（２） l（１） 31（３８）
３５ 000人以上 Ⅷ B（１０） 8（１０）

計 405（475） 412（453） 534（600） 471（528） 511（553） 2,333(2,609）
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スケール

この二つの指標はどちらか一方をもちいれば良いと

いうことを意味しよう。

評点は人口１人当たり職買給とほとんど同じである

(市町村計で人口１人当たり職貝給が117点であるのに

対し，人口千人当たり職員数は119点)。
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今村・仲地・米盛：相対評価法による市町村財政の分析

五まとめ第１に，県内市町村全体の平均をみると，現況
・運営の両面とも４２８団体中のほぼ中位以下に属

１県下市町村財政の特徴する。現況面で28.7点に対し，運営面でも28.3点
復帰後，沖縄経済は「財政依存経済」といわれで，ほとんど両者に格差はない。
るほどに財政の占める割合が大きい。そのなかで，第２に，しかしながら，一歩内部に立ち入って
国の出先機関の財政規模がもっとも大きいことに団体間格差をみると，著しく大きい(3)5-1-3表
は変わりはないが，比重では相対的に低下し，かに示したように，１位と53位との差は，運営面で
わって県・市町村財政，とりわけ市町村財政の比１８点，現況面では23点もある。下位グループに属
重が高まってきている（５－１－１図)。しているのは，離島町村がほとんどで，下地町。
４７年度には，国関係41％，市町村425億円で1７渡嘉敷村は，現況・運営両面の下位グループに顔
形だったものが，５５年度には国関係35％，市町村を出している。

関係2339億円で24影となった。そこで,地鑑るいは市町村の類型毎にいくつ
このように，復帰後，じわじわと構成比を高めカユの特徴を指摘してみよう。

てきた市町村財政の特徴について，今回の分析結まず，現況・運営の両面から個々の市町村の財
果に基づいて以下概括的に述べてみたい。政状況を示す分布図をつくった。５－１－２図は，
分析指標は，財政現況10指標，運営10指標で，上で述べた個々の市町村の財政状況の分布図を，
評点は各50点づつである。したがって，平均的な人口急増市町村と離島市町村（団体番号９伊江村
評点３ｘｌＯ指標＝30点が，平均的水準の団体とい及び27仲里村以下43与那国町まで）とに区分した
うことになる。ものである。現況指標については，明らかに両者

は対照的である。人口急増市町村では
５－１－１図行政主体別の財政規模推移(構成比）

沖庫公庫 平均的水準を示す評点，３０を超えてい

るが，離島町村では押しなべて30点未

計満である。この原因は，離島町村にあ
(伸率）
2,549つては，現況指標の中で職員給，職員

数，財政力指数，地方税比率で極端に

低い評点しか得られないからである

（後述する指標毎の分析を参照せよ)。

5,301では’運営指標についていえばどう

(115.6）か。離島町村間のばらつきが非常に大
きいことが確認される。３７城辺町と４１

多良間村の差は14点にもなる。こうみ

5,955ると､離島町村自体を一括して論じら
(12.3）れるかという疑問が当然生まれてくる。

ここでは.疑問は疑問として残しつつさ

しあたり多様な離島町村の財政運営状

況をそのものとして一括して押さえた上

繍で,人口急増市町村と比べてみよう。
即ち．運営指標についても．人□急

増市町村が離島町村に対して相対的に

良好だといえそうである。たしかに．

I錫人口急増市町村においても､具志川市
ｌ５北中城村．１８豊見城村のような運営

昭
和
仰
年
度

｜￣

.-J
4９

577

00）

5１

暦［5３

5５

資料出所：「県民所得統計報告書」（55年版）より作成面で平均以下の団体もあるし．逆に雛
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今村・仲地・米盛：相対評価法による市町村財政の分析

５－１－３表財政の現況・運営別の団体間格差

現況運営

Ｄは，現況・運営とも普通以下の団体で，３東
村，７宜野座村，９伊江村が含まれる。
次に，基地率10％以上，３０影未満のばあいはど
うか。まず，分類Ｃに含まれる団体が多いことが

わかる。このように，基地の存在（＝軍用地料の
撒布）は，一面では自治体財政の現況面を改善す
る役割を果たしているが，運営面では必ずしもそ
うでないことがわかる。しかも，基地所在自治体
は，若干の例外（都市部のⅢ具志川市，Ⅶ浦添市
は人口急増地帯でもある）はあるものの，人口急
増自治体の間隙を縫う形で分布している。
こうして，市町村類型から沖縄の財政の分布状

況をみると，１.離島型，２.人口急増地域型，３.軍
事基地所在型，４.その他，の４つに区分できよう。
このうち，３は主として，中・北部に属し，２は

中・南部に，１は離島の他にも北部の人口減少地
域をカバーしている。都市財政は，濃淡の差はあ
るが'～4までの特色を複数併せもつ１９１
ところで，当該市町村における財政状況の特色

は，財政の現況指標，運営指標の評点の大小の組
み合わせによっておおよそ表現できるといってよ

い。そこで，各指標毎に全市町村累計の平均点を

得点の高いものから降順に並べることによって，
沖縄の市町村全体の財政状況の特徴を指摘してみ

よう。５－１－５図は，財政現況の指標毎の平均点
を出し「普通」とされる３を０として目盛りの中
心に置き，３以上の場合は３との差を「上位度」
とし，逆のぱあいには，マイナスで表示して「下

位度」とした。要するに，沖縄の市町村が全体と

して全国の他団体と比べて，指標毎にどれだけ上
位であるか，また下位に属しているかをみようと
いうものである。

現況指標についていうと，公債費比率十１．３，
実質債務残高比率十１，地方債歳入比率十ｑ２で，
財政の健全度（借金の少なさ指標）は全国比上位

に属する。だが，財政力指数－１，地方税比率一
１．２と財政力，財政の自立度は極端に低い。にも

かかわらず，人口当たり職員袷・職員数は多く,

下位度はそれぞれ-0.7,-0.8である。その結果，
経常収支比率は-0.4,他団体より高目で，財政の
硬直化が進行している。しかしながら，実質収支
比率が＋0.2とこれまでのところ財政破綻をみせ

ないのは国の高率補助制度適用のためといってよ
かろう。

これを裏書きするものは，財政運営指標(５－１

－６図）の普通建設事業が，全国比，＋0.9と上

上
位
グ
ル

プ

下
位
グ
ル

プ

島町村にあっても，３O座間味村，３３南大東村，３６
伊是名村，３７城辺町，４O伊良部町のように評点３０
を超える団体もある。だが，全体の傾向としては

上の点を指摘できよう（個々の団体の分析は今後
の課題としたい)。この傾向が県内市町村財政の
第３の特徴である。

第４に，軍事基地と市町村財政との関係である。

５－１－４図は，先にみた市町村の財政分布状況図

から，基地所在自治体だけを区分したものである

が，基地面積が市町村面積に占める割合（以下，
基地率という）によってさらに２区分してみた。
まず，基地率30％以上のばあいを見る。一見し

て，離島町村にくらべてより良好な位置で一団性
をなしていることがわかるが，以下のＡ・Ｂ・Ｃ

．Ｄの４種類に分類できそうである。

Ａは，現況・運営ともに平均的水準を超える団

体である。Ⅳ宜野湾市，８金武町，１３嘉手納町が
それである。

Ｂは，運営面で良好だが，現況面で普通以下と

いう団体である。Ｘ沖縄市，１４北谷町がこれに含
まれる。

Ｃは，現況面で良好だが，運営面では普通以下

という団体で12読谷村が含まれる。
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冷地が資料の関係でふれられず地域的片寄りがあ

ることや，また団体別構成においても．市部の割

合が前回の全数調査よりも大きめであったこと、

がそれである。

これらの欠陥は，今後のわれわれの研究におい

て克服されねばならない。そして．住民が自分の

住んでいる町をよく理解し､行政に対する適確な

判断が可能となり．かつ容易に理解しうる情報を

提供できるように努めたい。

また個々の市町村,さらに市町村類型毎の分

析も、いわゆる「典型例」を設定することによっ

て果たしていきたい。その意味で今回の分析は，

今後の本格的研究の序章であると言っても過言で

はない。

以上の小論を終えるにあたって．われわれが気

づかぬうちに犯したであろう欠陥や誤ちを忌禅な

く御指摘下さるよう切にお願いしたい。大方の御

叱正を得て．より正確を期したいと考えている。

位であるのに．単独事業費比率は、最下位の

－１．３となっている点である。補助事業中心の運

営なのである。

要するに，沖縄県内の市町村の財政状況の特徴

の1つは．国の高率補助制度の適用によって、乏

しい自主財源のもとでも種々の社会資本の整備を

補助事業をつうじて行ない，同時に住民１人当り

職員数を確保することによって住民への行政サー

ビスの一応の水準を維持し得ている、ということ

である。

問題なのは，財政危機の中でかかる状態がいつ

まで持続できるかであろう。経済開発の実をあげ

ることで，財源の自立化をはかることも重要課題

となる。そのなかで．現在、税収増加率が＋0.1

と全国比上位にあるのは１つの光明であろう。し

かし，これも今後継続し、定着していく傾向と考

えられるのかどうか，判断を下すには時期尚早で

ある。

２今後の課題

住民の知りたい情報を住民が知ることの意義に

ついていくら強調してもしすぎることはない。

現在．住民にとって，自らの市町村の実態を知

るために必要な情報が不足しており、公開されて

はいても．とても理解しがたいものが少なくない、

といってよい。その筆頭にあげられるのが．財政

に関する情報であろう。そのことが．住民を財政

問題から遠ざけているとも言えよう。

しかし，客観的にみれば，住民にとって．行政

が住民福祉の向上に努め．最小の費用で最大の効

果をあげうるように努力しているか否かについて

の判断材料を持つことが今ほど必要な時はない。

とりわけ，行政サービスの内容とそれを提供・

整備するのに必要な経費の性質・量及びその財源

の確保とを結びつけて理解することがポイントと

なる。

ところが，今回のわれわれの分析では．ストッ

ク面での検討は行っていない。そのため．行政サ

ービス・施設の成果・内容と財政コストとの関連

を分析できず．その限りで財政構造の総合的把握

を欠落させたことは否めない。

また，今回の調査団体のサンプリングの仕方に

も問題があった。例えば．東北・北海道などの寒

注

(1)前回の分析結果を参考までに示せば以下のとおり。

現況面における格差は21点（但し50点満点になるよう

に修正すれば10.5点となる)，運営面では，２７（同，

13.5）点である。

－２４４－
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(2)地域毎の現況・運営両面の評点は以下の表のとおり

である。現況で，市部よりも中部，南部が高く出てい

るのは，現況指標の中で，経常収支比率，公債費比率，

税収増加率などが市部を上回っているからである。運

営で市部がトップに出ているのは，福祉的経費比率な

どが他の地域を上回っているからである。

(3)注(2)でも述べたように，市町村類型から，類型の財

政状況の特色をみるには，それを樽成する指標の評点

のレベルにまでおりて，その大小を比較する必要があ

る。例えば，基地所在市町村の経常収支比率のように，

軍用地料が経常一般財源に算入されることで評点が改

善されたり，離島町村のように人ロ１人当たり職員数，

職貝給が大きくでたり地方税比率が低いことなどで評

点が低かったりするわけである。各類型毎の分析はこ

こでは行わない。今後の課題としたい。

以下，人口急増自治体と軍事基地所在自治体におけ

る現況指標と運営指標の状況を参考までにかかげてお

く。それなりに，市町村類型毎の財政的特色が現われ

ていることがわかる。最下段の丸内の数字は，指標毎

の降順を示している。

－２４５－
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南部 3３．４ 29.3

離島 2２．５ 2７．１

平均 2８．７ 2８．３



琉球大学教育学部紀要第27集

現況指標

（１）人口急増自治体の財政状況 (2)基地率30筋以上自治体の財政状況
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那鯛市

石Ⅱｌ市

３具志Ⅱ|市 ３ ４ ３ ２ 3上 ３上 ３ 3上 ４ 2９

４宜野湾市 ３ ３ ４ ３ ３ ５ ５ ４ 3上 ４ ３７ ３ ３ ４ ３ ３ ５ ５ ４ 3上 ４ 3７

５平良市 ３ ５ ３ ３ ４ ４ ５ ２ ３ 3３

６石垣市 ３ ３ ３ ３ ２ ５ ５ ３ ２ ２ 3１

７浦添市 3上 ４ ５ ３ 3上 ２ ４ ４ 3上 ４ 3５

名護市

糸満市

１０沖縄市 ３ ２ 3上 ３ ３ 3上 3-上 ３ ３ 3上 2９

都市計

国頭村

大宜味村

３束村 １ 3上 ４ ５ ２ ５ ４ １ 2７

今帰仁村

本部町

６恩納村 3上 ５ ５ ５ １ ５ ５ １ 3２

７宜野座村 ５ ５ ３ ３ ５ ５ 3０

８金武町 ２ ５ ５ ５ １ ３ ５ ４ ２ ２ 3４

９伊江村 ５ ５ ４ １ １ ５ ４ 2８

与那城村

勝連町

１２読谷村 ２ ４ ５ ３ ２ 3上 ５ ５ 3上 ４ 2６

１３裏手納町 ３ ５ 3上 ５ ２ ４ ５ 3上 ２ ２ 3４

１４北谷町 ３ ５ ２ ３ ２ 3上 3上 3上 ３ ３ 3０ ３ ５ ２ ３ ２ 3上 3上 3上 ３ ３ 3０

１５」上中城村 ３ ２ ５ ３ ３上 3｣二 ５ 3上 ３ 3｣己 ３３

中城村 計 2２ ４２ ４１ 3９ 1８ ３１ 4５ ３７ 2０ ２２

１７西原町 ４ 3上 3上 ３ 3上 ３ ４ ２ ５ ５ 3５ |平均 2.2 4.2 4.1 3.9 1.8 3.1 4.5 3.7 2.0 2.2

１８魁見城村 ３ ３ ２ ３ ２ ４ ５ ４ ５ ５ 3７ Ilii位 ⑦ ② ③ ④ ⑩ ⑥ ① ⑤ ⑨ ⑦

１９東風平町 ３ 3上 ４ ３ ２ ５ ５ ３ ４ ３上 3５

具志頭村

玉城村

知念村

２３佐敬町 ２ 3上 ５ ３ ３ ４ ４ ４ ５ ５ 3８

与那原町

２５大里村 ２ ４ ５ ３ ２ ５ ５ 3上 3上 3上 3５

２６南風原町 ３ 3上 ３ ３ ５ 3上 3上 ５ ５ 3４

計 3８ 3８ 4８ 3９ 3４ ４７ 5５ 4４ 4３ 4９

平均 2.9 2.9 3.7 3.0 2.6 3.6 4.2 3.4 3.3 3８

IＩｌＨ位 ⑧ ⑧ ③ ⑦｜⑩'④ ① ⑤｜⑥ ②
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運営指標

（１）人口急増自治体の財政状況 (2)基地率30％以上自治体の財政状況

－２４７－

市町村

（
類
団
比
較
）

経
常
収
支
比
率

単
年
度
収
支
比
率

実
質
収
支
比
率

額
（
類
団
比
較
）

人
口
一
人
当
歳
入

増
加
率

扶
助
費
対
前
年

増
加
率

物
件
費
対
前
年

比普
通
建
設
事
業
率費

単
独
事
業
費
比
率

福
祉
的
経
費
比
率

袷
（
類
団
比
較
）

人
口
一
人
当
職
員

計

単
年
度
収
支
比
率

（
類
団
比
率
）

経
常
収
支
比
率

実
質
収
支
比
率

額
（
類
団
比
較
）

人
口
一
人
当
歳
入

増
加
率

扶
助
費
対
前
年

増
加
率

物
件
費
対
前
年

比
率

普
通
建
設
事
業
費

単
独
事
業
費
比
率

福
祉
的
経
費
比
率

袷
（
類
団
比
絞
）

人
口
一
人
当
職
員

計

那覇市

石Ⅱｌ市
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４宜野湾市 ３ ４ ５ ２ ５ 1 ３ ４ ３ ３１ ３ ４ ５ ２ ５ ３ １ ４ ３ 3１

５平良市 １ ２ 3上 ３ ４ ４ 3上 ５ ３

９
，
２

６石垣市 3上 ２ ４ ３ ５ ５ 3上 3｣二 ２ ３１

７浦添市 ４ ２ ４ ３ １ ４ 3上 3上 3上 2８

名護市

糸満市

沖綱市 ４ ４ ５ 3上 ２ １ 3上 １ ４ 3上 3１

都市市

国頭村

大宜味村

東村 ３ 3上 ２ 3上１５ ２ 3上 １ 3上 １ 2６

今帰仁村

本部町

恩納村 ５ ３ ２ ５ ５ ５ １ １ １ 2９

宜野座村 ５ ３ ２ ５ １ ３ ５ ２ １ １ 2８

金武町 ５ ３ ５ ５ ３ ５ １ ２ １ ３１

伊江村 ５ 3上 ４ １ ３ ４ ５ １ ２ 2９

与那城村

勝連町

読谷村 ３ ５ ２ ３ 3上 3上 3上 ２ 2６

嘉手納町 ５ ５ ４ ５ ５ 3上 ２ 】 3２

１４北谷町 ５ ５ ２ ４ ３ ２ ５ ３ 3上 ２ 3４ ５ ５ ２ ４ ３ ２ ５ ３ 3上 ２ 3４

１５北中城村 ２ ５ ２ １ 3上 ３ ２ ２ 3上 ２ 2５

】６中城村 ５ ２ ２ ３ ４ 3｣二 ３ ２ 2６ 計 ４３ 3２ 2８ 3６ 3４ 2５ 4２ １５ 2４ 1７

１７西原町 3上 ４ ２ ３ 3上 ４ ２ ２ ４ 2８ |平均 4.3 3.2 2.8 3.6 3.4 ２５ 4,2 1.5 2.4 1.7

１８壁見城村 ２ 3上 3上 3上 ４ ４ ３ 2５ 順位 ① ⑤ ⑥ ③ ④ ⑦ ② ⑩ ⑧ ⑨
１９東風平町 3上 ２ ３ ２ １ ５ ５ １ ３ ４ 2９
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２３佐敬町 3上 ３ ５ １ ２ ５ ２ ４ ４ 3０

与那原町

２５大里村 ４ １ 3上 １ 3上 ４ ５ １ ２ ５ 2９

２６南風原町 ３ ５ 3上 ２ １ ４ 3上 ３ 3上 ５ 3２

計 4０ 4０ 4４ ３１ 3６ 5２ 4９ 2０ 4６ 4５

平均 3０ 3.0 3.4 2.4 2.8 ４ 3.8 L５ 3.5 3.5

順位 ⑥ ⑥ ⑤ ⑨ ⑧ ① ② ⑩ ③ ③
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地
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債
歳
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職
員
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人
口
千
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計

那綱市 ４ 3上 ３上 ３ ３上 ３ ４ ３上 ３上 ４ 3３

石川市 ３上 １ ５ ３ ３ １ ５ ５ ２ 3上 3１

具志川市 ３ 1 ４ ３ ２ 3上 ３上 ３ ３上 ４ 2９

宜野湾市 ３ ３ ４ ３ ３ ５ ５ ４ ３上 ４ 3７

平良市 ３ １ ５ ３ ３ ４ ４ ５ ２ ３ 3３

石垣市 ３ ３ ３ ３ ２ ５ ５ ３ ２ ２ ３１

浦添市 ３上 ４ ５ ３ ３上 ２ ４ ４ ３上 ４ 3５

名護市 ３ ３ ４ ３ ２ ２ ４ ３ ２ ３ 2９

糸満市 ２ １ ４ ３ ２ ３１二 ３ ４ ３上 3上 2８

沖縄市 ３ ２ 3上 ３ ３ 3上 3上 ３ ３ 3上 2９

都市計 3０ 2２ ４０ 3０ 2６ 3１ 4０ 3７ 2６ ３３ 315

国頭村 ２ ２ ３ 】 ５ 3上 3上 】 2２

大宜味村 ５ ３ １ ２ ５ 3上 １ 2３

東村 ３上 ４ ５ ２ ５ ４ １ 2７

今帰仁村 ２ ２ ５ ３ ２ １ ５ ４ ２ ２ 2８

本部町 ２ ３ ４ ３ ２ １ ５ 】 ２ ２ 2５

恩納村 ３上 ５ ５ ５ 1 ５ ５ １ １ 3２

宜野座村 １ ５ ５ ３ ３ ５ ５ １ 3０

金武町 ２ ５ ５ ５ １ ３ ５ ４ ２ ２ 3４

伊江村 １ ５ ５ ４ I １ ５ ４ １ １ 2８

与那城村 ４ ３ ５ ３ ４ ５ ５ ５ ３ ３上 4０

勝連町 ５ ３ ２ ５ ５ ５ 3上 ３上 3３

読谷村 ２ ４ ５ ３ ２ ３上 ５ ５ 3上 ４ 3６

嘉手納町 ３ ５ ３上 ５ ２ ４ ５ ３上 ２ ２ 3４

北谷町 ３ ５ ２ ３ ２ 3上 ３上 ３上 ３ ３ 3０

北中城村 ３ ２ ５ ３ 3上 ３上 ５ ３上 ３ ３上 3３

中城村 ３ ５ ３ 3上 ５ ５ ４ ３ ３上 3５

西原町 ４ 3上 ３上 ３ 3上 ３ ４ ２ ５ ５ 3５

豊見城村 ３ ３ ２ ３ ３ ４ ５ ４ ５ ５ 3７

東風平町 ３ 3上 ４ ３ ２ ５ ５ ３ ４ ３上 3５

具志頭村 ２ ２ ５ ３ ２ ５ ５ ３上 ３ ３ 3３

玉城村 ２ １ ４ ３ ２ ４ ３上 ３上 ３ 2６

知念村 １ ５ ５ ３ ５ ５ ３上 ３ ２ 3３

佐敷町 ２ 3上 ５ ３ ３ ４ ４ ４ ５ ５ 3８

与那原町 ２ １ ３ ３ ３ ５ ３ ２ ４ ４ 3０

大里村 ２ ４ ５ ３ ２ ５ ５ 3上 ３上 3上 3５

南風原町 ３ 3上 ３ ３ ５ 3上 3上 ５ ５ 3４

仲里村 ２ ４ ３ ２ ４ １ １ 2０

具志川村 ２ ４ ３ ３ ４ ２ ２ ２ 2４

渡嘉敷村 ２ ３ ４ ３ １ 1８

座間味村 ３上 ３ ３ ４ １ １ 1９

粟国村 ２ ３上 ３ ４ １ １ １ 1８

渡名喜村 ５ ３ ３上 ５ ５ １ １ 2６

南大東村 ４ ５ ３ ５ ４ 】 2６

北大東村 １ １ ５ ３ １ ５ ３上 １ 2２

伊平屋村 １ ３１４ ３ ５ ５ １ 2５

伊是名村１１ ３ ４ ３ 1 ３上 ４ ４ １ 2５

城辺町’１ ３ ３上 ３ １ ３ ３上 ２ ２ 2２

下地町 １ １ ４ ３ ４ ３ １ １ 2０

上野村 １ ４ ５ ３ ３上 ５ ４ １ 2８

伊良部町 ３上 ３上 ３ ３上 ３ １ １ 2０

多良間村 ３上 ５ ３ 1 ５ ５ １ 2６

竹富町 １ ５ ３ １ ５ ５ ３上 １ 2６

与那国町 ３ ３ ２ ３上 １ １ １ 1７

町村 7４ 1１６ 1７４ 1３８ 7０ 1３５ ]８９ 1３１ ９１ 9０ 1,208

合計 104 1３８ 214 1６８ 9６ 1６６ 229 168 1１７ 123 １，５２３
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那Ｉ９Ｉ市 ３上 ５ ４ a上 ２ ３上 ３上 １ ５ ３ 3２
石川市 ２ ３ ５ ２ ４ ３ １ ４ ３ 2８
具志Ⅱｌ市 ３ ２ １ ２ 1 ５ ４ ４ ３上 2６
宜野湾市 ３ ４ ５ ２ ５ １ ３ １ ４ ３ ３１
平良市 ２ ３上 ３ ４ ４ ３上 １ ５ ３ 2９
石 1百 市 ３上 ２ ４ ３ ５ ５ ３上 １ ３上 ２ ３１
浦添市 ４ ２ ４ ３ ４ ３上 １ ３上 ３上 2８
名護市 ４ ３上 ５ ４ ３ ５ ４ ３ ４ ２ 3７
糸満市 ２ １ １ ３上 ２ ４ １ ２ ５ ３ 2４
沖綱市 ４ ５ ５ ３上 ２ ３上 １ ４ 3上 3１
都市計 2９ 2９ 3７ 2８ 2６ 3６ 3０ 1３ ４１ 2８ 297

国頭村 ２ ２ ５ ４ ４ ５ ２ 2７
大宜味材 1 ２ ４ ３ ５ ５ ４ ２ １ 2８
東村 ３ 3上 ２ ３上 ５ ２ ３上 １ 3上 2６
今帰仁村 ２ ３ ３上 ２ ４ ２ ２ ３ １ 2３
本部町 ２ ４ ５ ４ ３ ４ 3上 ４ ３ １ 3３
恩納村 ５ 3上 ２ ５ ５ １ ５ １ １ 2９
宜野座村 ５ ３ ２ ５ ３上 ５ ２ ！ １ 2８
金武町 ５ １ ３ ５

Ｒ
』

３ ５ １ ２ １ 3１
伊江村 ５ ３上 ４ ３ ４ ５ １ １ ２ 2９
与那城村 ２ ４ ３上 ３ ５ ３ １ １ ３上 １ 2６
勝連町 ２ ２ ４ ５ ４ １ ３ 3上 2６
読谷村 ３ ５ ２ ３ 3上 3上 】 ３上 ２ 2６
嘉手納町 ５ 1 ５ ４ ５ ５ 3上 ２ １ 3２
北谷町 ５ ・５ ２ ４ ３ ２ ５ ３ ３上 ２ 3４
北中城村 ２ ５ ２ １ ３上 ３ ２ ２ 3上 ２ 2５
中城村 １ ５ ２ ２ ３ ４ ３上 ３ ２ 2６
西原町 ３上 ４ ２ ３ 3上 ４ ２ ２ ４ 2８
豊見城村 ２ 3上 ３上 ３上 ４ １ ４ ３ 2５
東風平町 3上 ２ ３ ２ １ ５ ５ Ｉ ３ ４ 2９
具志 村 ３ １ ５ 1 ５ ４ １ 3上 ４ 2８
玉城村 １ ５ ３上 １ ５ ５ ２ ２ ３ 2８
知念村 ５ ４ ３上 3上 ４ ５ ３ 3上 ３ 3４
佐敷町 3上 ３ ５ ２ ５ ２ １ ４ ４ 3０
与那原町 ３ ５ I ４ ３上 ３ ２ 3上 ４ 2９
大里村 ４ １ ３上 1 3上 ４ ５ １ ２ ５ 2９
南風原町 ３ ５ ３上 ２ ４ 3上 ３ ３上 ５ 3２
仲里村 ２ ３ ３上 3上 ３ ５ ５ ２ ２ ２ 3０
具志川村 ２ ２ ３上 １ ４ ３ ２ ４ 2３
渡嬬敷村 １ １ ３上 ５ １ ５ ２ 】 ２１
座間味村 １ ５ ４ ５ ５ ３上 ５ １ １ １ ３１
粟国村 ２ ４ ５ ２ ４ ３ １ 2４
渡名喜村 １ ２ ５ ５ ２ ２ １ ３上 1 2３
南大東村 ４ ５ ２ ５ ５ ２ ５ ２ １ 3２
北大東村 １ ５ ５ ５ ３ ５ ２ １ １ 2９
伊平屋村 ２ ３上 １ ５ ３上 ５ ５ ３ １ 2９
伊是名村 ３ ２ ３上 ５ ５ ４ ５ １ １ ２ 3１
城辺町 ３ ２ ３ ５ ５ ５ ５ １ ２ ２ 3３
下地町 3上 ５ １ ５ ２ １ 2１
上野村 ４ ３ ４ 】 ５ １ ５ １ ３上 2８
伊良部町 ３上 ３ 3上 ５ ４ ２ ５ ４ ２ 3２
多良間村 ３上 ３ ２ ２ 1 ２ ３ 1９
竹富町 １ ２ ５ ５ 3上 ３上 ５ １ １ 2７
与那国町 １ 3上 １ ５ ３上 ５ ５ 3上 １ １ 2８
町村計 1１２ 114 133 1３３ 1３７ 1４０ 1７５ 7６ 9３ 8９ Ｌ202

合ヨナ 1４１ 1４３ 1７０ 1６１ 1６４ 1７６ 205 8９ 134 117 1,499
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後記

本稿は．今村・仲地の沖縄の地方自治問題の共

同研究の一環である。本稿の執筆にあたっては、

はじめに.一・二・四を仲地が．三℃まとめを今

村が担当した。スケール作成は米盛が担当した。

なお本研究は，昭和57年度文部省科学研究費に

よる研究の成果の一部である。

－２５０－


